
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 7 6 1 1 結核特別対策事業

一般 7 6 1 2 結核医療・健康管理事業

一般 7 6 1 3 感染症発生動向調査事業

一般 7 6 1 4 感染症・食中毒対策事業

一般 7 6 1 5 エイズ・性感染症予防対策事業

一般 7 6 1 6 定期予防接種事業

一般 7 6 1 7  高齢者インフルエンザ予防接種事業

一般 7 6 1 8 予防接種健康被害救済事業

一般 7 6 1 9 新型インフルエンザ等対策事業

一般 7 6 1 10 健康危機管理機能強化事業

一般 7 6 1 11 放射線対策事業

一般 7 6 1 12 高齢者予防接種事業（成人用肺炎球菌）

一般 7 6 1 13 風しん対策事業

一般 7 6 1 14 薬務事業

一般 7 6 1 15 医療安全支援センター事業

一般 7 6 1 16 医療指導事業

一般 7 6 1 17 新型コロナウイルス感染症対策事業

一般 7 6 1 18 新型コロナウイルスワクチン接種事業

一般 7 6 2 1 がん検診事業

[医療局]

令和５年度事業評価書　目次



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[医療局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 7 6 4 1 保健統計調査事業

一般 7 7 1 1 食品衛生監視等事業

一般 7 7 1 2 食品衛生啓発事業

一般 7 7 1 3 食品専門監視班事業

一般 7 7 1 4 中央卸売市場本場食品衛生検査所費

一般 7 7 1 5 食の安全強化対策事業

一般 7 7 1 6 食品の放射性物質検査事業

一般 7 7 1 7 食品の適正表示推進事業

一般 7 7 2 1 管理費

一般 7 7 2 2 試験検査費

一般 7 7 2 3 調査研究・研修指導事業

一般 7 7 2 4 感染症・疫学情報提供等事業

一般 7 7 2 5 衛生研究所試験検査機器維持整備事業費

一般 7 7 2 6 ヘルスデータ活用事業（健康アクション推進事業）

一般 7 7 3 1 食肉衛生検査事業

一般 7 7 3 2 管理運営事業

一般 7 7 3 3 BSE（牛海綿状脳症）等検査事業

一般 7 7 4 1 環境衛生監視指導事業

一般 7 7 4 2 居住衛生対策事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[医療局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 7 7 4 3 生活環境対策事業

一般 7 7 4 4 災害時生活用水確保事業

一般 7 7 4 5 建築物衛生対策事業

一般 7 7 4 6 公衆浴場確保対策事業

一般 7 7 4 7 公衆浴場燃料価格等高騰対策臨時支援事業

一般 7 7 6 1 動物愛護センター運営事業

一般 7 7 6 2 動物愛護普及啓発事業

一般 7 7 6 3 動物保護管理事業

一般 7 7 6 4 狂犬病予防事業

一般 7 8 1 1 医療総務諸費

一般 7 8 1 2 医療政策推進事業

一般 7 8 1 3 医療に関する総合的な市民啓発推進事業

一般 7 8 1 4 医療政策人材育成事業

一般 7 8 1 5 看護人材確保事業

一般 7 8 1 6 地域中核病院支援事業

一般 7 8 1 7 医療機関整備資金貸付事業

一般 7 8 1 8 医療ビッグデータ活用事業

一般 7 8 1 9 医療の国際化推進事業

一般 7 8 1 10 2025年に向けた医療機能確保事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[医療局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 7 8 1 11 南部病院再整備支援事業

一般 7 8 1 12 横浜臨床研究ネットワーク支援事業

一般 7 8 1 13 横浜市保健医療協議会

一般 7 8 1 14 こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）支援事業

一般 7 8 1 15 横浜市病院協会看護専門学校設備改修費補助事業

一般 7 8 1 16 新型コロナウイルス感染症外来拠点事業

一般 7 8 1 17 感染症対応人材強化事業

一般 7 8 1 18 初期救急医療対策事業

一般 7 8 1 19 救急医療センター運営事業

一般 7 8 1 20 二次救急医療対策事業

一般 7 8 1 21 小児救急医療対策事業

一般 7 8 1 22 周産期救急医療対策事業

一般 7 8 1 23 精神疾患を合併する身体救急医療体制事業

一般 7 8 1 24 疾患別救急医療体制事業

一般 7 8 1 25 外国籍市民救急医療対策補助事業

一般 7 8 1 26 横浜救急医療チーム（ＹＭＡＴ）運営事業

一般 7 8 1 27 災害時医療体制整備事業

一般 7 8 1 28 救急・災害医療企画推進事業

一般 7 8 1 29 超高齢社会におけるドクターカーシステム整備事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[医療局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 7 8 1 30 Y-CERT強化事業

一般 7 8 1 31 疾病対策推進事業

一般 7 8 1 32 産科医療対策事業

一般 7 8 1 33 在宅医療推進事業

一般 7 8 1 34 歯科保健医療推進事業

一般 7 8 1 35 総合的ながん対策推進事業

一般 7 8 1 36 重症・中等症患者等入院受入奨励事業

一般 7 8 1 37 抗体カクテル療法等実施支援事業

一般 17 1 20 1 病院事業会計繰出金

介護保険事業費 1 3 2 1 在宅医療・介護連携推進事業



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,372 11,681 1,309

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

109 17

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

75 235 160

・該当なし
・目標を下
回った

1,270 1,300 1,300 1,300 1,300

人 実績 1,162

単位 想定 1,270 1,270

184

検診受
診者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 結核特別対策事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 1

事業概要

　ハイリスク者に対する健康診断を行うとともに、結核に関する最新の情報の収集、結核に関する正しい知識の普
及、結核の予防活動に従事する人材の養成及び資質の向上等を図ることにより、結核の早期発見及びまん延防止を
図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

結核高まん延国等から入国した外国人や日本語学校生徒を対象に、結核に関する啓発を行うと
ともに健康診断を実施します。

３年度はコロナの感染拡大により検
診が中止になった為

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

外国人等への特別対策

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

検診受
診数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
高齢者施設等に対して結核に関する啓発を行うとともに、罹患率の高い高齢者に対し健康診断
を実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 36

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

検診受
診数

608

単位 1,200

寿地区及び生活困窮者への特別対策

結核罹患率の高い寿地区や生活困窮者に対し、結核に関する啓発を行うとともに健康診断を実
施します。

細事業事業量

1,200

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

2,905 ３年度はコロナの感染拡大により検診の一部が中止になった為

4,000 4,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1,200

３年度 ４年度

実績 1,215 971 732

②

元年度 ２年度

3,141 1,548

７年度５年度

啓発方法の見直しによる増

６年度

922

高齢者対策

３年度 ４年度

単位 想定 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

77 41

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を下
回った

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 1,200 1,200 1,200 1,200

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,297

・委託の拡
大不可

607635人



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

40

分析
結果

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 13 9

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

5,067

指標

4,684

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

40 40 40

7

決算

７年度

単位 40

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

DOTS人
数(寿・
薬局)

40 40

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

14

④

事
業
計
画

細事業名称 服薬支援事業等

細事業概要
結核登録患者に対し服薬支援（DOTS）を行うとともに、外国人結核患者に対しては必要に応じ
て医療通訳を派遣します。また、結核業務を担当する職員を結核研究所主催研修等へ派遣し、
結核に関する最新の状況や知識を共有します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

2,537 3,344 807 服薬手帳の多言語への翻訳による増

・委託の拡
大不可

・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 674 644 ▲ 30

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

医
療
機
関
へ

の
送
付
数

単位

増減説明

6,000 6,000

決算

年度 ３年度 ４年度

5,098 4,943実績

6,000

⑤

事
業
計
画

細事業名称 医療機関への啓発等

結核指定医療機関等の医療機関に対し結核に関する周知や啓発を行うとともに、研修会を実施
し、結核に関する最新の状況や知識を共有します。

6,000 6,000 6,000 6,000想定



客観的指標に
基づく分析

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

2,100 2,000 2,000 2,000 2,000

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

⑥

事
業
計
画

細事業名称 結核予防事業

細事業概要
医療機関あてに調査票を送付し結核登録者の病状を把握するだけでなく、他市町村の結核対策
従事者等と意見交換を行い、地域の結核対策の推進を図ります。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 4,753 4,476 ▲ 277 定期病状調査事業の減

細事業事業量 年度 元年度

指標

定期病
状調査
送付数

単位 想定 2,200 2,200

件 実績 1,739 1,402 1,292 1,246

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 171,066 146,174 ▲ 24,892

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2,453 1,828

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

47,515 50,570 3,055

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

4,500 4,000 4,000 4,000 4,000

件 実績 3,295

単位 想定 4,500 4,500

1,561

接触者
健診・
管理検
診

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 結核医療・健康管理事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

　結核の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図り、もって公衆衛生の向上及び増進を図ることを目的として、
感染症である結核に対して、予防・早期発見・医療に関して必要な措置を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

結核患者の接触者及び結核治療完了者を対象に、健康診断を実施します。

医療機器保守点検委託料の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

接触者健診・管理検診

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

医療費
扶助(入
院・一
般)

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 感染症診査協議会を運営し、結核患者へ適正な結核医療及び医療費を提供します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 91,037

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・事務改善
が可能

・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

私学等
健診補
助

260

単位 49,000

私立学校等健診費補助

市内の私立学校及び私立施設の長が実施する結核定期健康診断に対して、その費用の一部を補
助します。

細事業事業量

49,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

12,805 補助対象の拡大による増

6,500 6,500

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

49,000

３年度 ４年度

実績 43,227 32,968 41,450

②

元年度 ２年度

5,749 4,608

７年度５年度

結核患者減少による扶助費の減

６年度

42,307

結核医療費・結核診査会

３年度 ４年度

単位 想定 7,580 7,580 7,580 6,500 6,500

64,334 ▲ 26,703

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・事務改善
が可能

・負担は適
切である

年度

実績

想定 48,200 48,200 48,200 49,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 12,545

・委託不可

4,0994,397件



1

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 1 1

1 1 1

1

決算

７年度

単位 1

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

会計年
度任用
職員

1 1

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

1

④

事
業
計
画

細事業名称 その他結核業務運営

細事業概要 ①～③事業の実施に伴う人件費・旅費等の業務運営費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

19,969 18,465 ▲ 1,504 国費精算返還額の減

・委託不可 ・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 59,266 53,773 ▲ 5,493

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

12 12

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・求めるべ
きではない

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

10,472 4,168 ▲ 6,304

・該当なし
・目標を概
ね達成

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

12 12 12 12 12

回 実績 12

単位 想定 12 12

12

感染症
発生動
向調査
委員会

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 感染症発生動向調査事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

・委託の拡
大不可

・事務改善
が可能

　感染症発生情報の正確な把握と分析、またそれによる市民や医療関係者への的確な情報提供・公開により感染症
対策に役立てます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

毎月感染症発生動向調査委員会を開催する。また、感染症発生動向調査に関する検体配送を委
託する。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

事業運営費

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

病原体
定点報
告数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
病原体定点からの依頼検査並びに、麻しん、風しん及び腸管出血性大腸菌等の遺伝子検査を実
施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 19,851

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

患者定
点・疑
似症定
点数

▲ 67

単位 226

定点医療機関報告費

感染症発生動向調査実施要綱に基づき、定点医療機関を選定し、所定の頻度での報告を委託し
ます。

細事業事業量

226

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

24,080

1,200 1,200

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

226

３年度 ４年度

実績 218 218 218

②

元年度 ２年度

861 415

７年度５年度 ６年度

218

検査費

３年度 ４年度

単位 想定 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

20,273 422

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 226 226 226 226

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 24,147

・委託の拡
大不可

637507件



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

28

分析
結果

匹

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 28 28

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

11,142

指標

7,192

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

28 28 28

28

決算

７年度

単位 28

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めてい
ない

・測ること
はなじまな
い

精度管
理保守
点検台
数

28 28

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

28

④

事
業
計
画

細事業名称 精度管理関係費

細事業概要 感染症関連検査に使用する機器の精度管理保守点検を委託します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

814 704 ▲ 110

・委託の拡
大不可

・該当なし

台

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 3,982 4,549 567

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

蚊サー
ベイラ
ンス捕
獲数

単位

増減説明

10,000 10,000

決算

年度 ３年度 ４年度

2,526 7,707実績

2,000

⑤

事
業
計
画

細事業名称 動物媒介感染症検査費

蚊発生期間に市内25か所に捕獲トラップを設置し、蚊の生息状況及び蚊媒介感染症ウイルスの
保有状況を調査します。

10,000 2,000 10,000 10,000想定



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

感染症の発生を未然に防ぐため、市民への啓発及び各種検査を行います。また、患者発生時には、適切な医療提供
及びまん延防止対策を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

効果的な媒体を用いて、輸入感染症や冬に流行する感染症の感染防止対策について市民啓発を
行う。

啓発内容の見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

予防啓発費用

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 感染症・食中毒対策事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 4

事業概要

10 10 10 10 10

回 実績 18

単位 想定 10 10

4

啓発回
数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

920 699 ▲ 221

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

0 0

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 31,796 33,422 1,626



件 3,935

・委託の拡
大不可

2,775

想定 300 300 300 600

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 4,779

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

3,057 1,678

７年度５年度

材料費高騰による増

６年度

302

健康診断及び原因究明に係る費用

３年度 ４年度

単位 想定 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

13,208 610

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

3,500 3,500

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

600

３年度 ４年度

実績 267 158 147

②

9,675 システム開発による増

緊急通
報ダイ
ヤル受
信件数

4,896

単位 600

事務費用

地域健康危機管理ガイドラインで保健所に求めらえている24時間365日の健康危機管理体制を
維持する。

細事業事業量

600

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 感染症や食中毒に関連した健康診断、原因究明に係る検査を実施する。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 12,598

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

検査件
数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 一類・二類感染症発生時対応

一類・二類感染症（結核を除く）疑い患者の搬送訓練を実施する。

3 3 3 3想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 310 277 ▲ 33

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

訓練回
数

単位

増減説明

3 3

決算

年度 ３年度 ４年度

1 1実績

3

④

事
業
計
画

細事業名称 消毒に係る経費

細事業概要 感染症発生時、防疫対策用消耗品の購入予算を各区に配付する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

138 141 3

・委託不可 ・該当なし

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

2

指標

1

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

回

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令



1 1

・目標を概
ね達成

・委託不可

1

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

1 1 1

実績

1

購入機
器台数

単位 想定 4 3

台 実績 4 3 3 4

単位

分析
結果

・規則・方
針

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 防疫用検査備品購入費

細事業概要 感染症や食中毒に関連した検査に必要な検査機器を整備する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 5,964 4,432 ▲ 1,532 内容の見直しによる減

細事業事業量 年度 元年度

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 感染症関係検討会

細事業概要
感染防止対策支援連絡会を開催するとともに、必要に応じて他の感染症に関する検討会を開催
する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 167 167 検討会実施による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

1

1

７年度

想定 1 1

実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

検討会
の開催
回数 回

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

4 4 4 4 4

市民ニーズ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



細事業名称

7,087 4,823 ▲ 2,264 雇用見直しによる減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

人 実績 1 4 2 1

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

3 3 3

嘱託員人件費

細事業概要 感染症対策の知識・経験の豊富な人材の雇用

3

分析
結果

７年度

雇用人
数

単位 想定 1 3

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

3

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　ＨＩＶ・性感染症感染の予防、感染の早期発見、適切な医療の提供等を図ることを目的として、相談・検査・医
療体制の整備、啓発等を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

ＨＩＶ検査（昼間・夜間検査、土曜検査、日曜検査）相談事業、エイズ休日夜間電話相談、性
感染症検査を実施します。

検査委託料の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

特定感染症検査等事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 エイズ・性感染症予防対策事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 5

事業概要

3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

件 実績 2,650

単位 想定 3,800 3,500

1,920

HIV検査
件数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

31,880 33,359 1,479

・該当なし
・目標を概
ね達成

1,188 1,090

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 52,621 56,236 3,615



・一部委託
が可能

想定 300 300 300 300

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 20,741

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

196

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

300

３年度 ４年度

実績 290 235 195

②

22,877 横浜AIDS市民活動センター維持管理費の増

エイズ専
門カウン
セラー派

遣

2,136

単位 300

エイズ対策促進事業

エイズ対策推進協議会を運営し、総合的なエイズ対策を推進します。職員研修、医療従事者研
修、エイズ専門カウンセラー派遣、HIV感染予防薬の配備を実施します。
市民への普及啓発、横浜AIDS市民活動センターによる情報提供事業を実施します。

細事業事業量

300

年度 元年度 ２年度

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　予防接種法に定める疾病について、予防接種を市内の協力医療機関で個別接種により実施する等により、感染症
の発生及び まん延を予防し、公衆衛生の向上及び増進に寄与する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

ヒブ・小児用肺炎球菌・Ｂ型肝炎・ロタウイルス・四種混合・二種混合・ＢＣＧ・麻しん風し
ん・水痘・日本脳炎のこどもの予防接種を実施する。

接種対象者の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

接種委託費用

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 定期予防接種事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 6

事業概要

684,400 682,400 682,400 682,400 682,400

件 実績 674,524

単位 想定 681,076 692,242

728,900

接種件
数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

7,777,446 7,439,535 ▲ 337,911

・該当なし
・目標を概
ね達成

701,443 651,887

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 8,473,245 8,640,468 167,223



件 169,873

・委託の拡
大不可

164,380

想定 750,000 750,000 777,250 777,250

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 61,017

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

177,431 172,365

７年度５年度

接種対象者の減

６年度

694,572

個別通知

３年度 ４年度

単位 想定 180,000 176,600 171,700 169,600 169,600

66,172 ▲ 558

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

169,600 169,600

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

777,250

３年度 ４年度

実績 635,244 693,433 660,237

②

73,989 システム標準化対応に伴う増

パンチ
入力

12,972

単位 777,250

接種台帳システム

対象者に対して実施した定期予防接種の記録を電子化し、予防接種台帳システムにて管理しま
す。

細事業事業量

777,250

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 ０歳児・１歳児・３歳児・９歳児・11歳児・年長児に予診票等を個別通知する。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 66,730

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

個別通
知送付
件数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 骨髄移植等による再接種費用助成

骨髄移植手術等により接種済みの予防接種法 に基づく予防接種の予防効果が期待できないと
医師に判断され，任意で予防接種を再接種する者に対し、当該予防接種に要する費用を助成す
る。

20 20 20 20想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 746 312 ▲ 434 申請件数の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

助成件
数

単位

増減説明

20 20

決算

年度 ３年度 ４年度

13 16実績

20

④

事
業
計
画

細事業名称 予防接種コールセンター運営

細事業概要
予防接種コールセンターを設置し、市民からの問い合わせ対応及び関係書類の再発行業務を迅
速かつ的確に実施する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

34,298 33,454 ▲ 844

・委託の拡
大不可

・該当なし

時間

年度 元年度 ２年度

分析
結果

10,800 10,800

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

8,877

9,700 9,700 9,700

9,331

決算

７年度

単位 10,800

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

配置時
間

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 9,871 9,800

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

0

指標

10

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持
・規則・方
針

9,000



1,202 3,215

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

11,228

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託の拡
大不可

・該当なし

134,808 134,808 92,751

実績

700

抗体検
査実施
件数

単位 想定 102,000 86,400

実績 28,335 59,392 35,826 11,350

単位

分析
結果

・法律・政
令

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 風しん追加対策事業

細事業概要

平成30年７月から全国で風しんの報告が増えたことを踏まえ、国において、風しんの感染拡大
防止のため、追加対策（風しんの第５期定期接種）を実施することとなった。これを受けて昭
和37年４月２日から昭和54年４月１日生まれの男性を対象として、抗体検査及び予防接種を実
施する。また、事業の実施期間が、令和６年度末まで延長となった。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 421,163 169,176 ▲ 251,987 被接種者数の減

細事業事業量 年度 元年度

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 子宮頸がん予防ワクチン定期接種接種勧奨再開経費

細事業概要
子宮頸がん予防の予防接種を行う。また、積極的勧奨再開に伴い、中学１年生から高校１年生
の女子に予診票等を個別に送付する。
勧奨が差し控えられていた期間に接種の機会を逃した方への救済措置を行う。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 753,114 753,114 積極的勧奨再開に伴う増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

41,367

134,808

７年度

想定 200 600

実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

接種件
数

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

60,000 48,000 48,000 48,000 48,000

市民ニーズ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



細事業名称

111,845 104,716 ▲ 7,129 償還払い申請件数の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

件 実績 4,651 7,419 8,820 7,875

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

11,230 11,230 11,230

その他

細事業概要 償還払い、予防接種のしおりの作成、各種調査、各種研修会を実施する。

11,230

分析
結果

７年度

償還払
い件数

単位 想定 4,900 4,900

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

8,770

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,488,687 1,610,369 121,682

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

571,665 459,094

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,480,023 1,600,274 120,251

・該当なし
・目標を概
ね達成

379,738 404,722 451,892 451,892 451,892

人 実績 396,235

単位 想定 375,034 614,186

486,297

被接種
者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 高齢者インフルエンザ予防接種事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 7

事業概要

　インフルエンザの重症化予防とまん延防止を図るため、対象者のワクチン接種費用の一部又は全額助成を実施す
る。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

対象者に対してインフルエンザ予防接種を実施する。なお、予防接種を接種するにあたり、対
象者に周知するとともに、医療機関に接種業務を委託する。

被接種者数の増加

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

対象者への接種

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

部

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

送付箇
所数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 医療機関に接種業務を委託するにあたり、必要な印刷物の作成、配付を行う。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 8,299

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

印刷物
冊数

10

単位 907,950

印刷物の作成

予防接種を実施するにあたり、必要な印刷物の印刷を行う。

細事業事業量

907,950

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

109 印刷物の増加

3,106 3,106

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

907,950

３年度 ４年度

実績 835,625 1,139,223 901,710

②

元年度 ２年度

2,882 2,979

７年度５年度

送付先の増加

６年度

1,034,298

実施機関への書類送付

３年度 ４年度

単位 想定 2,900 2,900 2,900 3,106 3,106

9,815 1,516

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 900,800 900,800 900,800 907,950

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 99

・委託の拡
大不可

3,0732,899箇所



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし

40

分析
結果

人

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 40 40

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

396,235

指標

486,297

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

40 40 40

40

決算

７年度

単位 40

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

調査票
配布枚
数

40 40

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

40

④

事
業
計
画

細事業名称 予防接種後健康状況調査

細事業概要 厚生労働省が指定するワクチン接種について、接種後の対象者の健康状況調査を行う。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

11 8 ▲ 3 調査方法変更に伴う減

・委託の拡
大不可

・該当なし

枚

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 255 163 ▲ 92 物品購入量の増加

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

被接種
者数

単位

増減説明

451,892 451,892

決算

年度 ３年度 ４年度

571,665 459,094実績

379,738

⑤

事
業
計
画

細事業名称 事務費

高齢者インフルエンザワクチン予防接種事業実施にあたり、必要となる事務を行います。

375,034 614,186 451,892 451,892想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 59,643 59,593 ▲ 50

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

15 14

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

59,627 59,589 ▲ 38

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

14 14 14 14 14

人 実績 15

単位 想定 15 15

14

障害年
金支給
人数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 予防接種健康被害救済事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 8

事業概要

　予防接種法に基づき、定期又は臨時の予防接種を受けた者が、疾病にかかり、障害の状態となり、又は死亡した
場合において、 その原因が当該予防接種を受けたことによる者と厚生労働大臣が認めた者に対し、救済措置を行
う。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

予防接種法に基づき、定期又は臨時の予防接種を受けた者が、疾病にかかり、障害の状態とな
り、その原因が当該予防接種を受けたことによる者と厚生労働大臣が認めた者に対し、医療
費・医療手当・障害年金・介護加算を支給する。

障害年金　県返還分による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

給付金支給

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

開催回
数

▲ 12

単位 1

予防接種事故対策調査会開催経費

予防接種に起因すると考えられる健康被害に係る申請について、予防接種事故対策調査会を開
催し、予防接種との因果関係等を審議する。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

4 支出方法変更（按分）による減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 2 1 1

②

1

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 16

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 31,518 46,455 14,937

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

14,661 16,792 2,131

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 新型インフルエンザ等対策事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 9

事業概要

　新型インフルエンザ等感染症は、誰も免疫を持たないため、ひとたび発生すれば爆発的に感染が拡がり、多くの
人が感染・発病することにより、医療の破綻やライフラインの停滞など、社会に大きな被害が出るとされていま
す。
　このため、市内で新型インフルエンザ等患者が発生した場合に、関係機関が迅速かつ的確に対応できるように対
策を講じ市民の安全を確保します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

新型インフルエンザ等発生時に適切な医療を提供できるよう、必要な資器材等の備蓄を行いま
す。

資器材の高騰による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

帰国者・接触者外来等医療体制の確保

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 新型インフルエンザ等発生に備えて、医療資器材の備蓄を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 12,077

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

連絡会
の開催
数

▲ 27

単位 1

新型インフルエンザ等対策医療関係者連絡協議会の開催

新型インフルエンザ等の発生に備え、帰国者・接触者外来設置医療機関等と連絡会を開催しま
す。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

351 連絡会の未実施による減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 1 0 0

②

元年度 ２年度 ７年度５年度

備蓄計画に基づく購入の増

６年度

0

入院医療機関の医療体制の確保

３年度 ４年度

単位 想定

17,599 5,522

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・実施しな
かった

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 378

・委託不可



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

分析
結果

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めてい
ない

・測ること
はなじまな
い

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

④

事
業
計
画

細事業名称 衛生研究所費用

細事業概要 新型インフルエンザ等発生に備えて、医療資器材の備蓄を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

506 5,923 5,417 備蓄計画に基づく購入の増

・委託不可 ・該当なし

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 554 1,910 1,356 備蓄計画に基づく購入の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

実績

⑤

事
業
計
画

細事業名称 積極的疫学調査

新型インフルエンザ等発生時に、疫学調査等を実施できるよう医療資器材の備蓄を行います。

想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めてい
ない

⑦

事
業
計
画

細事業名称 市民啓発事業

細事業概要
新型インフルエンザ等について、あらかじめ市民に対して正しい知識の共有や情報提供等の啓
発を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 0 0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

７年度

想定

⑥

事
業
計
画

細事業名称 備蓄物品の保管

細事業概要 新型インフルエンザ等発生時に使用する医療資器材を、市内二か所の倉庫に備蓄します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 124 0 ▲ 124 新型コロナ対策事業で実施したことによる減

細事業事業量 年度 元年度

指標

単位 想定

実績

単位

分析
結果

・規則・方
針

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

・該当なし
・求めてい
ない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし

実績

・目標設定
になじまな
い

・委託不可



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

７年度

単位 想定

分析
結果

抗インフルエンザ薬備蓄

細事業概要
新型インフルエンザ等発生時に、保健所職員が予防のために服用する薬剤をあらかじめ備蓄し
ます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

実績

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

細事業名称

0 3,880 3,880 購入時期のずれ込みによる増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,531 1,215 ▲ 316

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,365 1,083 ▲ 282

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 健康危機管理機能強化事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 10

事業概要

　横浜市保健所を運営し、専門職員の人材育成を行います。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

・全国保健所長会等が開催する各種会議に参加します。
・保健所の庶務を行います。

新型コロナの影響により減少してい
た出張が再開し始めたことによる増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

保健所の運営

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人

派遣人
数

▲ 34

単位 13

専門職員の人材育成

保健医療科学院の研修や学術集会へ、専門職員を派遣します。

細事業事業量

13

年度 元年度 ２年度

132

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

13

３年度 ４年度

実績 6 0 2

②

2

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・条例 ・該当なし
・目標を下
回った

・該当なし
・求めてい
ない

想定 13 13 13 13

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 166

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 623 707 84

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

4 0

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

623 707 84

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

16 10 10 10 10

件 実績 10

単位 想定 16 16

5

放射線
相談・
測定器
貸出

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 放射線対策事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 11

事業概要

　東京電力福島第一原子力発電所事故の影響による、放射線に対する市民の不安を緩和するため、市民からの相談
等に対して各区局と連携しながら適切に対応します。また、横浜市放射線対策本部の事務局として、その円滑な運
営にかかる業務を行います。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

・廃棄物や土壌の処理、マイクロスポット対応など、様々な放射線対策について各区局と連携
しながら適切に対応します。
・電話相談や放射線測定機器の無料貸出等、市民の不安を解消するための相談業務を行いま
す。
・横浜市放射線対策本部の事務局として、各区局との連絡調整や会議開催事務等、その円滑な
運営にかかる業務を行います。

防災対策物品の購入による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

市民相談・対策業務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

予防接種法等に基づき次の対象者に肺炎球菌ワクチン予防接種を実施します。
(1) 令和４年度に65歳になる者
(2) 60歳以上65歳未満で心臓、じん臓、呼吸器の機能、又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能に１級程度の障
害がある者
(3) 令和４年度に70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、100歳になる者（令和５年までの経過措置）

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

厚生労働省が指定するワクチン接種について、接種後の対象者の健康状況調査を行います。

調査方法変更に伴う減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

予防接種後健康状況調査

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 高齢者予防接種事業（成人用肺炎球菌）

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 12

事業概要

40 40 40 40 40

枚 実績 40

単位 想定 40 40

40

調査票
配布枚
数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

11 8 ▲ 3

・該当なし
・目標を概
ね達成

40 40

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 188,449 183,656 ▲ 4,793



冊 3,720

・委託の拡
大不可

3,720

想定 16,966 37,395 30,593 33,747

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 158,084

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

3,850 4,040

７年度５年度

追加印刷なしによる減

６年度

25,830

印刷物の作成

３年度 ４年度

単位 想定 3,840 3,870 3,870 3,870 3,870

505 ▲ 90

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

3,870 3,870

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

17,000

３年度 ４年度

実績 24,686 34,004 23,917
②

151,657 在庫ワクチン利用による減

被接種
者数

▲ 6,427

単位 17,000

対象者への接種

予防接種法等に基づき次の対象者に肺炎球菌ワクチン予防接種を実施します。
(1) 令和４年度に65歳、70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、100歳になる者
(2) 60歳以上65歳未満で心臓、じん臓、呼吸器の機能、又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫
機能に１級程度の障害がある者

細事業事業量

35,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 成人用肺炎球菌ワクチン予防接種事業の実施にあたって、必要な書類の印刷をします。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 595

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

印刷物
冊数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 接種履歴管理

　対象者に対して実施した定期予防接種の記録を電子化し、予防接種台帳システムにて管理す
る。

0 48,330 64,340 35,000想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 2,140 4,094 1,954 委託内容の変更による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

パンチ
入力件
数

単位

増減説明

17,000 17,000

決算

年度 ３年度 ４年度

38,422 47,851実績

37,395

④

事
業
計
画

細事業名称 対象者・実施機関への書類送付

細事業概要 対象者に対して個別通知を発送します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

27,498 26,489 ▲ 1,009 郵送料流用による減

・委託の拡
大不可

・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

40,000 40,000

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

133,170

144,931 125,452 130,081

144,358

決算

７年度

単位 130,000

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・条例
・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

送付件
数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 137,806 142,667

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

378,090

指標

63,205

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

件

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし

39,770



分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・一部委託
が可能

・該当なし

被接種
者数

単位 想定 16,966 37,395

人 実績 24,686 34,004 23,917 25,830

⑥

事
業
計
画

細事業名称 事務費

細事業概要 成人用肺炎球菌ワクチン予防接種事業実施にあたり、必要となる事務を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 121 903 782 消耗品購入等の増

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

30,593 33,747 35,000 17,000 17,000

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 122,882 109,036 ▲ 13,846

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

9,653 8,811

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

122,882 109,036 ▲ 13,846

・該当なし
・目標を概
ね達成

10,200 10,200 10,200 10,200 10,200

人 実績 11,592

単位 想定 26,600 13,200

7,926

抗体検
査

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 風しん対策事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 13

事業概要

　「先天性風しん症候群」の発生及び風しんの発生を予防するため、妊娠を予定・希望する女性とそのパートナー
を対象に風しんの予防接種、及び抗体検査費用の助成事業を実施します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

「先天性風しん症候群」の発生及び風しんの発生を予防するため、妊娠を予定・希望する女性
とそのパートナーを対象に風しんの予防接種、及び抗体検査費用の助成事業を実施します。

抗体検査及び予防接種件数の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

風しん対策事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 薬務事業

所管区局・課 医療 医療安全 歳出予算科目 一般

決算 12,635 10,295 ▲ 2,340

細事業の分析

14

事業概要

　薬局・医薬品販売業及び毒物劇物取扱施設等の許認可・監視指導を通し、各施設の適正な運営・管理を確保し、
安全な医薬品の流通並びに医薬品等の適正な使用を推進します。また、薬務関係事務の電子化を進めます。
　衛生検査所の立入検査を通し、検体検査の品質や精度向上により良質な医療提供に寄与します。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 99 評価書番号

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 9,207 5,275 ▲ 3,932 システム改修内容見直しによる減

①

事
業
計
画

細事業名称 許認可監視業務

細事業概要 薬局・医薬品販売業及び毒物劇物取扱施設等の許認可・監視指導を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

12,000 12,000 12,000

件 実績 12,410 11,799 13,455 14,797

５年度 ６年度 ７年度

許認可
業務件
数

単位 想定 12,000 12,000 12,000 12,000

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可
・事務改善
が可能

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・負担は適
切である



②

事
業
計
画

細事業名称 医薬品適正使用関連事業

細事業概要
市民が適切に医薬品を使用できるように、かかりつけ薬局・薬剤師制度等の医薬品適正使用に
関する啓発を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

啓発実
施件数

単位 想定 7 7 7 7

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 475 475 啓発事業再開による増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

7 7 7

件 実績 9 6 中止 7

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 671 671 立入検査再開による増

③

事
業
計
画

細事業名称 衛生検査所立入検査

細事業概要
衛生検査所の登録・立入検査を実施します。また、適切にこれらを実施するため有識者による
委員会を運営します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

18 18 18

件 実績 19 18 中止 18

５年度 ６年度 ７年度

立入検
査実施
件数

単位 想定 19 16 18 18

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・負担は適
切である



④

事
業
計
画

細事業名称 医薬品安全確保対策

細事業概要
市場に流通している医薬品等の買上調査を実施し、不良な医薬品等がある場合は、事業者に対
して指導を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

検査件
数

単位 想定 30 30 30 30

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,526 1,882 356 買上調査再開による増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

30 30 30

件 実績 30 30 中止 30

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,792 1,881 89 資材の印刷による増

⑤

事
業
計
画

細事業名称 薬物乱用防止啓発

細事業概要 大麻や覚醒剤等の薬物乱用防止に向けた啓発を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

5 5 5

件 実績 5 1 2 4

５年度 ６年度 ７年度

啓発実
施件数

単位 想定 5 5 5 5

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない



⑥

事
業
計
画

細事業名称 区職員人材育成事業

細事業概要 区局事例検討会、業務関連研修会を開催します。また、業務マニュアルを改正します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

研修等
実施件
数

単位 想定 5 5 5 5

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 110 111 1 区業務継続応援による増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

5 5 5

件 実績 5 2 2 4

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし



様式３

局 課 款 項 目

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

５年度 ６年度 ７年度

相談窓
口件数

単位 想定 4,700 4,700 4,500 4,500

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

17 施策番号 99 評価書番号

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 12,145 14,391 2,246 会計年度任用職員人件費の増

①

事
業
計
画

細事業名称 医療安全相談窓口

細事業概要 患者・家族又は医療機関からの相談・苦情に中立的な立場で対応する相談窓口を運営します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

4,500 4,500 4,500

件 実績 4,396 4,215 4,302 4,135

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療安全支援センター事業

所管区局・課 医療 医療安全 歳出予算科目 一般

決算 13,321 15,977 2,656

細事業の分析

15

事業概要

医療安全の確保及び向上を目的として、患者・家族からの相談対応を行う医療安全相談窓口を運営し、患者・医療
機関の信頼関係構築を支援するとともに、地域における医療安全への意識啓発を図ります。

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

会計 7 6 1

政策・施策 政策番号



・求めるべ
きではない

元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可 ・該当なし

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

③

事
業
計
画

細事業名称 医療安全研修会

細事業概要
医療従事者を対象とし、医療安全管理体制の確保や患者サービスの向上を目的とした研修会を
実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

87 89 91

％ 実績 調査未実施 調査未実施 95 97

５年度 ６年度 ７年度

医療安
全研修
会参加
者満足
度

単位 想定 調査未実施 調査未実施 85 85

細事業事業量 年度

(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 56 112 56 研修会開催回数増による増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

3 3 3

回 実績 3 2 1 3

・求めるべ
きではない

3 3

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 122 346 224 協議会開催回数増による増

②

事
業
計
画

細事業名称 医療安全推進協議会

細事業概要
医療安全推進協議会を開催し、各団体委員から多角的意見を得ることで相談窓口の対応力向上
を図るとともに、事件・事故等につながる可能性のある情報提供に対する取組評価を行いま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

協議会
開催回
数

単位 想定 3 3



(1)実施主体 (2)実施手法

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

170(18) 170(18) 170(18)

人 実績 115 中止 中止 91(2)

・求めるべ
きではない

中止 170(18)

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

４年度 差引（増減） 増減説明

決算 998 1,128 130 市民向け講演会再開による増

④

事
業
計
画

細事業名称 市内医療機関と患者とのコミュニケーション向上に向けた普及啓発

細事業概要
普及啓発を目的に、患者・市民・医療機関を対象に医療安全に関する情報をホームページや
リーフレット等で提供するほか、市民向け講演会や出前講座を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度

５年度 ６年度 ７年度

市民向
け講演
会参加
者数(出
前講座
各区DVD
配布)

単位 想定 170(18) 中止



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 27,013 42,069 15,056

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

6,677 6,835

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

20,844 25,202 4,358

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

6,900 6,900 6,900 6,900 6,900

件 実績 6,872

単位 想定 6,900 6,900

6,926

許認可
業務取
扱件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療指導事業

所管区局・課 医療 医療安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 99 評価書番号 16

事業概要

法定業務として、医療法に基づく市内医療機関への立入検査（医療監視）や医療機関及び医療法人等への許認可、
統計法や各関係諸法規に基づく統計調査等を行う。また、法定業務外として、平成11年に市内病院で起きた医療事
故を契機に、平成12年に制定された要綱で設置した横浜市病院安全管理者会議を開催し、市内病院の医療安全向
上・啓発を図る。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

医療法に基づき、病院・診療所・助産所等の許認可及び監督指導を行うことにより、市内にお
ける適切で安全な医療体制を確保する。

会計年度任用職員人件費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

医療機関の許認可・監視業務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

開催回
数（）
内は部
会

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
市内病院の医療安全管理担当者向けの講演会やシンポジウム等の実施や、職種別部会（専門部
会）、企画部会が行う会議開催を補助する。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

医療法
人

許認可
業務

265

単位 3,800

医療法人許認可

医療法に基づき、医療法人等の許認可及び監督指導を行うことにより、市内における適切で安
全な医療提供体制を確保する。

細事業事業量

3,800

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

6,434 会計年度任用職員人件費の増

2(11) 2(11)

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

3,800

３年度 ４年度

実績 3,644 3,643 3,750

②

元年度 ２年度

2(11) 中止

７年度５年度

部会再開による増

６年度

3,772

横浜市病院安全管理者会議

３年度 ４年度

単位 想定 2(11) 2(11) 2(11) 2(11) 2(11)

17 17

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

想定 3,600 3,800 3,800 3,800

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6,169

・委託不可

1(2)中止回



調査なし

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

23,468(三)
39,898(従)
８（受）
96（患）

5,352（静）

調査なし

23,000(三)
40,000(従)
10（受）
100（患）
5,400（静）

調査なし
23,000(三)
40,000(従)

18,080(三)
30,149(従)

決算

７年度

単位
10（受）
100（患）
5,400（静）

客観的指標に
基づく分析

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

【枚
数】
三師、
従事
者、
【施設
数】
受療行
動、患
者、静
態

23,000(三)
40,000(従)

調査なし

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

調査なし
④

事
業
計
画

細事業名称 衛生統計調査

細事業概要 厚生労働省で実施している各種統計調査について必要年度に則して調査・報告を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 10,417 10,417 統計調査の実施による増

・一部委託
が可能

・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　新型コロナウイルス感染症の拡大が全国的に広がる中、新型コロナウイルス感染症への対策は危機管理上重大な
課題であり、市民の命と生活を守るため、まん延防止や医療提供体制の確保等に全力で取り組む必要があります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

感染予防・検査・医療等に関する市民等からの相談に対応するため、コールセンター等を設置
します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

コールセンター運営

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 新型コロナウイルス感染症対策事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 17

事業概要

184,320 184,320 92,160 46,080 0

時間 実績

単位 想定

458,524

配置時
間

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

－ － －

・該当なし
・目標を概
ね達成

233,583

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 13,624,495 16,968,488 3,343,993



件 858,558

・委託の拡
大不可

1,516,850

想定 0 12,036 12,720

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 －

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

253,455

７年度５年度 ６年度

28,761

行政検査負担事業

３年度 ４年度

単位 想定 0 603,000 667,560 667,560

－ －

分析
結果

・減る
・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

667,560 667,560

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

12,720

３年度 ４年度

実績 3,786 11,755

②

－

請求
件数

－

単位 12,720

医療費公費負担事業

入院勧告に基づいて医療機関に入院した患者に対し、治療に必要な費用を公費で負担します。

細事業事業量

12,720

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・減る

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 行政検査について、医療保険適用後の患者自己負担に相当する金額を公費で負担します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 －

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

検査件
数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 Y-AEITによる検体採取

Ｙ－ＡＥＩＴが実施しているＰＣＲ検査の検体採取等を民間事業者にも委託することにより、
保健所の負担軽減を図り、多様な感染症対策業務を滞りなく実施する体制を維持する。

3,000 9,000想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） － － －

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

検体採
取件数

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

1,905 17,115実績

27,000

④

事
業
計
画

細事業名称 帰国者・接触者外来支援事業

細事業概要
新型コロナウイルス感染症の帰国者・接触者外来を開設している医療機関に対し、患者の受入
件数に応じて支援金を支給する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

－ － －

・委託不可 ・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

16,000 13,200 6,600

52

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし
・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標設定
になじまな
い

・求めてい
ない

・減る

受入患
者数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 13,392 3,959

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

3,267

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

件

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・補助事業
化が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・負担は適
切である

・減る ・なし



22

・目標を上
回った

・委託の拡
大不可

14

・契約方法
の工夫が可
能

・負担は適
切である

・減る

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可
・事務改善
が可能

・委託の拡
大不可

実績

22

遺伝子
検査数

単位 想定

件 実績 5,191 986

単位

分析
結果

・なし
・国事業と
類似・重複

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 衛生研究所によるPCR検査・遺伝子解析

細事業概要
新型コロナウイルスの遺伝子検査に加えて、流行ウイルスの遺伝子解析と全ゲノム解析、変異
ウイルスの検出を実施する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 － － －

細事業事業量 年度 元年度

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 帰国者・接触者外来の設置・運営及び患者移送体制整備

細事業概要
帰国者・接触者外来の診療を支援するほか、採取した検体を市衛生研究所に運搬する体制を整
えます。また、患者移送用車両を確保し、陰圧車を配備することで円滑な受診調整を行いま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

－ － －

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

14

11

７年度

想定 0

実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

設置数

か所

・目標を概
ね達成

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

10,000 11,100

市民ニーズ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・減る

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

・国事業と
類似・重複

・法律・政
令

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

5,110 5,000 2,500 1,250

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

⑨

事
業
計
画

細事業名称 広報啓発事業

細事業概要 感染予防・受診相談等に関するポスター・動画等啓発用広報物の作成、及び情報の発信。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 － － －

0

千円 実績 9,012 5,068

委託金
額

単位 想定

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

－ － －

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

か所 実績 185 342 1,265

・減る ・なし
・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・補助事業
化が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・負担は適
切である

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

1,296 1,296 1,296

休日における診療体制の強化

細事業概要 休日急患診療所にて、発熱患者の診療を行う医師及び看護師を確保します。

1,296

分析
結果

７年度

開設数

単位 想定 450

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

630

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



・求めるべ
きではない

98 50

想定 800 1,250

分析
結果

・減る ・なし
・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

⑪

事
業
計
画

細事業名称 自宅療養者見守り支援事業

細事業概要
療養中に容態が悪化した自宅療養者や、高齢者・基礎疾患保持者など重症化のリスクが比較的
高い自宅療養者について、医療機関の外来受診や往診によるCT撮影等の検査体制の整備によ
り、適切な入院に繋げます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 － － －

件 実績

人 実績 275

協力病
院受診
件数

単位

279

人数

単位 想定 163 225 113 50

分析
結果

・減る ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

細事業事業量 年度

⑩

事
業
計
画

細事業名称 会計年度任用職員等人件費

細事業概要
保健所体制を強化するため、会計年度任用職員、人材派遣の活用します。
【配置数】会計年度任用職員（事務職）局13名、区37名（看護職）局８名、区42名
　　　　　人材派遣　　　　（事務職）局４名、区41名（看護職）局７名、区73名

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 － － －

0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性



負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

単位 想定 300

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

分析
結果

・維持 ・なし
・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

効率性・経済性

402

⑬

事
業
計
画

細事業名称 患者受入医療機関支援事業

細事業概要
横浜市新型コロナウイルス感染症コールセンター等による医療機関紹介とPCR検査等の実施に
協力している医療機関に対し、検査の実施人数に応じて支援金を支給する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 － － －

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

対象医
療機関

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし

400 400

か所 実績 307

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可
・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

349

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

６年度 ７年度

実績

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

単位 想定

⑫

事
業
計
画

細事業名称 事務経費

細事業概要 事業執行にあたり、必要となる事務経費を執行します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 － － －

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 45,325,068 37,785,296 ▲ 7,539,772

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

6,597 4,846,679

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・財源確保
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

－ 12,209,279 －

・該当なし
・目標を概
ね達成

11,453,067 2,538,254

枚 実績

単位 想定 302,400

4,039,241

請求に
係る予
診票
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 新型コロナウイルスワクチン接種事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 18

事業概要

　新型コロナウイルス感染症拡大防止の一環として、希望する全市民を対象とした新型コロナウイルスワクチン接種
を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

ワクチン接種に係る費用について、市内の医療機関等に対して支払います。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

接種費用

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

箇所

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

接種会
場数
（最
大）

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
３回目接種に向けて市医師会及び市薬剤師会との連携により接種体制を構築し、集団接種会場
を設置・運営します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 －

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・財源確保
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

接種協
力医療
機関数

－

単位

医療調整、施設・福祉接種

ワクチン接種を希望する全市民が身近な医療機関で安心して接種できるように、体制の整備と
確保を行います。併せて、医療機関を含む接種会場へのワクチンを必要量配送するための配送
管理センターを設置運営します。
障害者等専用接種会場の設置、在宅高齢者等の訪問接種に対する協力金の交付を実施します。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

4,283,969

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績 2,000

②

元年度 ２年度 ７年度５年度 ６年度

2,000

集団接種

３年度 ４年度

単位 想定 34 13

10,469,224 －

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・財源確保
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 1,900 1,900

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 －

・委託の拡
大不可

1434箇所



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・財源確保
が可能

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

分析
結果

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 5,995,799

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

758,174

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

3,418,930 2,481,418

4,396,272

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

個別通
知発送
数

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

④

事
業
計
画

細事業名称 コールセンター・個別通知等

細事業概要
ワクチン接種に係るコールセンターの運営、個別通知等の作成・発送、システムの運用・保
守、広報を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

－ 10,231,377 －

・委託の拡
大不可

・財源確保
が可能

通

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） － 564,867 －

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

接種証
明発行
件数

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

15,536実績

100,000

⑤

事
業
計
画

細事業名称 諸経費

集団接種会場等で必要となる医療資器材の調達等を行うほか、ワクチン接種事業を行うために
必要な各種事務（接種証明発行等）を実施します。

3,470,283想定



客観的指標に
基づく分析

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

36 36

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

⑥

事
業
計
画

細事業名称 人件費

細事業概要 ワクチン接種事業を行うために必要な体制を構築します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 － 26,580 －

細事業事業量 年度 元年度

指標

会計年
度任用
職員雇
用人数

単位 想定

人 実績 12 9

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可
・財源確保
が可能



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

がんの早期発見、早期治療を図るため、40歳以上（子宮頸がんは20歳以上、乳がんは40歳以上の女性、胃がん、前立
腺がんは50歳以上）を対象に、がん検診を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

会計年度任用職員（月額職３人、日額職２人）及び保健医療医幹に関する費用を計上します。

会計年度任用職員雇用減による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

がん検診（人件費）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 がん検診事業

所管区局・課 医療 がん・疾病対策 会計 7 6 2

政策・施策 政策番号 7 施策番号 3 評価書番号 1

事業概要

実績

単位 想定

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

14,308 11,121 ▲ 3,187

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,028,888 3,996,115 ▲ 32,773



人 36,924

・委託の拡
大不可

33,955

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 285,994

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

46,430 24,718

７年度５年度

受診者数の減による減

６年度

胃がん検診事業

３年度 ４年度

単位 想定 59,500 60,000 60,000 30,000 30,000

511,200 ▲ 23,421

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

30,000 30,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

308,369 システム改修に伴う増22,375

単位

がん検診共通事業

受診率向上のための取組として、個別勧奨通知や無料クーポン、その他各種広報の実施及び、
がん検診システムに関連するICT関連費用等を計上します。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
実施医療機関において、50歳以上の市民の方を対象に、胃がん検診（内視鏡検査またはエック
ス線検査）を実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 534,621

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・事務改善
が可能

・負担割合
の工夫が可
能

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

胃がん
受診者
実績

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 肺がん集団検診事業

18区福祉保健センターにおいて、40歳以上の市民の方を対象に肺がん検診を実施します。

4,000 4,000 3,000 3,000想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 7,901 8,793 892 受診者数の増による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

肺がん
集団受
診者
実績

単位

増減説明

3,000 3,000

決算

年度 ３年度 ４年度

1,413 1,406実績

4,000

④

事
業
計
画

細事業名称 肺がん個別検診事業

細事業概要
実施医療機関において、40歳以上の市民の方を対象に肺がん検診（エックス線検査）を実施し
ます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

958,055 1,029,584 71,529 受診者数の増による増

・委託の拡
大不可

・事務改善
が可能

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

125,000 125,000

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

113,384

120,000 125,000 125,000

121,057

決算

７年度

単位 125,000

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・負担は適
切である

・増える

肺がん
個別受
診者
実績

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 101,382 111,298

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

3,165

指標

1,674

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

人

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・負担は適
切である

・減る
・法律・政
令

89,600



57,082 43,406

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

51,064

・事務改善
が可能

・負担は適
切である

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

57,000 57,000 57,000

実績

74,500

子宮が
ん

受診者
実績

単位 想定 130,000 130,000

人 実績 107,616 106,177 111,525 109,776

単位

分析
結果

・法律・政
令

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 子宮頸がん検診事業

細事業概要 実施医療機関において、20歳以上の市民の方を対象に子宮頸がん検診を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 973,648 842,297 ▲ 131,351 受診者数の減による減

細事業事業量 年度 元年度

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 乳がん検診事業

細事業概要
実施医療機関において、40歳以上の市民の方を対象に乳がん検診（視触診とマンモグラフィ併
用、又はマンモグラフィの検査）を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

587,261 574,782 ▲ 12,479 受診者数の減による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

49,959

57,000

７年度

想定 74,500 74,500

実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・負担は適
切である

乳がん
受診者
実績 人

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

130,000 108,000 108,000 108,000 108,000

市民ニーズ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・増える

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



・該当なし

180,000 160,000 160,000 160,000

・負担割合
の工夫が可
能

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

⑨

事
業
計
画

細事業名称 大腸がん検診事業

細事業概要
実施医療機関において、40歳以上の市民の方を対象に大腸がん検診（便潜血検査）を実施しま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 326,646 339,578 12,932

160,000

人 実績 158,779 129,512 142,884 149,082

大腸が
ん受診
者
実績

単位 想定 180,000 180,000

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

7,440 9,728 2,288 受診者数の増による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

受診者数の増による増

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

人 実績 650 349 479 600

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・負担は適
切である

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

600 600 600

乳がん集団検診事業

細事業概要
検診車（運行区：南区、栄区）において、40歳以上の市民の方を対象に乳がん検診（視触診と
マンモグラフィ併用、又はマンモグラフィの検査）を実施します。

600

分析
結果

７年度

乳がん
集団受
診者
実績

単位 想定 500 500

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

500

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



人 実績 74,149 66,832 71,852 78,070

前立腺
がん受
診者実
績

単位 想定 73,000 73,500 74,500 74,000 74,000 74,000

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・負担は適
切である

⑩

事
業
計
画

細事業名称 前立腺がん検診事業

細事業概要
実施医療機関において、50歳以上の市民の方を対象に前立腺がん検診（血中ＰＳＡ検査）を実
施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 333,013 360,663 27,650

74,000

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

受診者数の増による増

５年度 ６年度 ７年度

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　人口動態調査などの基幹統計、一般統計（保健衛生分野）について、本市域分を国の委託に基づいて実施しま
す。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

国民生活基礎調査、人口移動調査及び生活と支え合いに関する調査

３年周期の国民生活基礎調査（大規
模）実施に伴う増。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

保健統計調査事業（人件費）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 保健統計調査事業

所管区局・課 医療 健康安全 会計 7 6 4

政策・施策 政策番号 7 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

実績

単位 想定

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,199 6,417 3,218

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,634 9,948 5,314



・委託不可

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,435

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

3,531
３年周期の国民生活基礎調査（大規
模）及び２年周期の医師・歯科医
師・薬剤師調査実施に伴う増。

2,096

単位

保健統計調査事業（企画管理費）

人口動態調査、国民生活基礎調査（大規模）、人口移動調査、生活と支え合いに関する調査、
医師・歯科医師・薬剤師調査、医療施調査（動態）等

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 42,763 49,964 7,201

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

8,875 6,786

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

15,015 17,792 2,777

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

8,764 7,647 8,271 9,257 9,257

件 実績 9,808

単位 想定 11,658 11,114

6,239

営業許
可等申
請件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 食品衛生監視等事業

所管区局・課 医療 食品衛生 会計 7 7 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 1

事業概要

市民の食の安全安心を確保するため、食品衛生法等の規定に基づき、食品関係営業者の自主衛生管理を推進するとと
もに施設への監視指導や食品の抜き取り検査等を実施します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

　市民の食の安全安心を確保するため、食品衛生法等の規定に基づき、食品関係営業施設への
監視指導や食品の抜き取り検査等を実施します。

会計年度任用職員雇用による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

監視等事業費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

食品等
収去検
体数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 食品関係営業施設における食品の抜き取り検査等を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 7,978

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

認定患
者数

192

単位 9

カネミ油症健康実態調査費

カネミ油症認定患者９名に健康調査支援金を支払い、関東以北班当番自治体が行う油症検診の
とりまとめ等を行います。

細事業事業量

9

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,721 認定患者数増による増

4,000 4,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

9

３年度 ４年度

実績 8 8 8

②

元年度 ２年度

4,133 2,166

７年度５年度

検体数増、他事業からの移行による増

６年度

9

食品検査関係事業

３年度 ４年度

単位 想定 4,275 4,200 4,200 4,000 4,000

8,682 704

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 8 8 8 9

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,529

・委託不可

3,4962,443件



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持
・法律・政
令

30,000

分析
結果

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 26,732 31,661

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

18,361

指標

19,260

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

30,000 30,000 30,000

23,248

決算

７年度

単位 30,000

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・増える

申請・
届出件
数

30,000 30,000

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

32,661

④

事
業
計
画

細事業名称 デジタル推進関連事業

細事業概要
食品衛生関係業務のデジタル化の推進（eラーニング及びタブレットの普及、食品衛生申請等シ
ステム等対応業務の一部委託等）を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

6,762 21,213 14,451 他事業からの移行による増

・委託の拡
大が可能

・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 0 556 556 他事業からの移行による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

HACCP導
入指導
件数

単位

増減説明

9,000 9,000

決算

年度 ３年度 ４年度

29,133 32,229実績

9,600

⑤

事
業
計
画

細事業名称 HACCP導入支援事業

新規に営業許可申請や営業届出を行う事業者に対し、HACCP導入支援冊子や導入確認用はがきを
配布することによりHACCP導入指導及び導入確認を行います。また、HACCPの理解に時間がかか
り、継続的に取り組むことが難しいと感じる小規模事業者等を対象に、HACCPに関する講習会を
実施します。

9,600 9,600 9,000 9,000想定



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

正確な情報の迅速な発信や様々な啓発活動の実施により、市民の衛生知識の向上を図り、家庭等における食中毒発
生を防止します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

消費者・食品等事業者及び行政が、施策や食品の安全確保に関する情報及び意見の交換を行い
ます。

会議開催数増のため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

食の安全・安心推進横浜会議

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 食品衛生啓発事業

所管区局・課 医療 食品衛生 会計 7 7 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

5 5 5 5 5

回 実績 4

単位 想定 5 3

5

食の安
全・安
心推進
横浜会
議(部
会）開
催数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

363 539 176

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 3

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,596 6,042 1,446



施設

・委託不可

361

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 322

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

503 481

７年度５年度

「食品衛生表彰のつどい」開催による増

６年度

1

食品衛生表彰事業

３年度 ４年度

単位 想定 513 503 485 485 485

378 316

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

485 485

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 1 0 1

②

312 講師謝金辞退による減

食の安
全を考
えるシ
ンポジ
ウム開
催回数

▲ 10

単位 1

リスクコミュニケーション事業

市民を対象とした食の安全に関するシンポジウムを開催します。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
一般社団法人横浜市食品衛生協会と共催して開催する「食品衛生表彰のつどい」において、他
の模範となり食の安全に貢献した食の安全・安心の確保に貢献優秀な施設等への表彰を行いま
す。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 62

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

秀級施
設数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 市民のための食品衛生啓発事業

細事業概要
市民（消費者）へ家庭での食中毒予防等、安全安心な食生活に有益な情報提供をするため、関
係団体と共催による『食中毒予防キャンペーン』や動画配信等により効果的に食品衛生に関す
る啓発を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

3,849 4,813 964 執行内容の変更による増

・委託不可 ・該当なし

枚

年度 元年度 ２年度

分析
結果

4,500 4,500

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

6,376

6,376 4,500 4,500

6,186

決算

７年度

単位 4,500

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

食の安
全に関
するア
ンケー
ト回答
数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 4,433 4,390

指標

5,646



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,393 4,019 626

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

0 1

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,041 64 ▲ 977

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 2 1 2 1

回 実績 3

単位 想定 3 2

2

イベン
ト回数
（イベ
ントに
伴う監
視数）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 食品専門監視班事業

所管区局・課 医療 食品衛生 会計 7 7 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

大規模な食品製造施設等に対する監視指導や自主衛生管理を向上させるための支援を行います。また、市内で製造
された食品や市内に流通している食品等の抜取検査を実施します。さらに、大規模イベント開催時の食品衛生対策
を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市内で開催される大規模なイベント等の衛生対策を実施します

オリンピック終了に伴う減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

イベントの衛生対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

検体

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

監視指
導件数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
大規模食品製造施設及び大量調理施設等に対する監視指導並びに広域流通食品及び市内製造
品の収去検査を実施します。また、大規模食中毒、重大な違反事例及び感染症発生時には区
等への調査協力・応援を実施します

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,811

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない客観的指標に

基づく分析

HACCP支
援収去
検体数
（フキ
トリ検
体数）

▲ 426

単位 120(60)

大規模食品取扱施設の衛生管理支援事業

大規模食品取扱施設に対し、施設の衛生管理の記録やHACCPシステム検証の確認等を継続的に
行い、HACCPに沿った衛生管理の検証を支援します

細事業事業量

120(60)

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

115 所有物品の活用による減

1,000 1,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

120(60)

３年度 ４年度

実績 101(76) 72(16) 38(66)

②

元年度 ２年度

1,846 589

７年度５年度

自動車修繕等による増

６年度

180(103)

専門監視班監視等事業

３年度 ４年度

単位 想定 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

3,840 2,029

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 120(60) 120(60) 120(60) 120(60)

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 541

・委託不可

438336件



様式３

款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 29,327 30,144 817

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,135
(6,973)

1,269
(7,075)

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

20,693 19,866 ▲ 827

・該当なし
・目標を概
ね達成

1,800
(12,000)

1,800
(12,000)

1,800
(10,000)

1,800
(10,000)

1,800
(10,000)

件 実績
2,206

(13,169)

単位 想定
2,350

(12,000)
1,800

(12,000)

1,712
(5,866)

検査検
体数

（監視
件数）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 中央卸売市場本場食品衛生検査所費

所管区局・課 医療局
中央卸売
市場本場

食品衛生検査所
会計 7 7 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 4

事業概要

市場流通食品の監視及び検査を行うことで、安心・安全な食品を市民に提供する。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

市場流通食品の抜取検査を行い違反不良食品の発見・排除をするとともに、市場の食品関係事
業者に対する監視指導及び衛生教育等を行います。また、市場開設者（経済局）及び市場関係
団体と連携して、食品の検査結果や衛生管理の重要性などを市民に対し情報提供します。

消耗品等の経費節減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

検査及び監視事務費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

営業許
可届出
件数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
横浜南部市場物流エリアにおいて、市場流通食品の抜取検査を行い違反不良食品の発見・排除
をするとともに、市場の食品関係事業者に対する監視指導及び衛生教育等を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 657

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

1,825

単位

管理運営費

中央卸売市場本場食品衛生検査所の施設管理等の運営を行います。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

9,802 漏水、光熱費の高騰

110 110

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

元年度 ２年度

251 164

７年度５年度

経費見直し及び縮減

６年度

南部市場監視事務費

３年度 ４年度

単位 想定 250 165 165 165 110

476 ▲ 181

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 7,977

・委託の拡
大不可

99105件



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 62,948 52,915 ▲ 10,033

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

20 78

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,359 1,364 5

・該当なし
・目標を概
ね達成

90 90 90 90 90

件 実績 110

単位 想定 110 90

90

検査検
体数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 食の安全強化対策事業

所管区局・課 医療 食品衛生 会計 7 7 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 5

事業概要

食品等の検査体制を整備し、計画的に検査を実施することで、違反・不良食品等の排除に努めます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

食肉を取り扱う施設の監視指導や、市内に流通する食肉の細菌検査を行います。

検体数増加による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

カンピロバクター、O157等食中毒予防対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

検査検
体数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
食肉や養殖魚、うなぎ加工品等を対象とした市内流通食品及びインターネット流通食品につい
て動物用医薬品の検査を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 15,525

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

検査検
体数

▲ 2,943

単位 180

残留農薬検査事業

市内に流通する農産物を対象に残留農薬の検査を行います。

細事業事業量

180

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

29,678 検査機器の再リースによる減

180 180

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

180

３年度 ４年度

実績 248 153 155

②

元年度 ２年度

200 180

７年度５年度

検査機器の再リースによる減

６年度

201

動物用医薬品検査事業

３年度 ４年度

単位 想定 200 180 200 180 180

9,552 ▲ 5,973

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 240 200 200 200

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 32,621

・委託の拡
大不可

217196件



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持
・法律・政
令

43

分析
結果

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 25 32

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

213

指標

159

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

35 35 35

30

決算

７年度

単位 35

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・維持

検査検
体数

35 35

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

43

④

事
業
計
画

細事業名称 ノロウイルス食中毒予防対策事業

細事業概要

高齢者施設、小学校、保育所等の社会福祉施設及び大規模ホテル、宴会場等に対し、食品の衛
生的な取扱いに関する監視指導や、二次感染等の予防啓発を行います。
また、市場やインターネット上に流通している生かき等の二枚貝のノロウイルス検査を行いま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

1,716 1,709 ▲ 7 検体数減少による減

・委託の拡
大不可

・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 5,989 5,356 ▲ 633 事業再編による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

検査検
体数

単位

増減説明

162 162

決算

年度 ３年度 ４年度

125 66実績

186

⑤

事
業
計
画

細事業名称 アレルギー食品・遺伝子組換え食品検査事業

市内の小学校で調理されるアレルギー物質の除去食（乳・卵・小麦）について検査を行うこと
で、アレルギー物質微量混入の防止等の指導を行います。また、市内流通品や、インターネッ
トで流通するアレルギー除去食品等についても検査を行い、必要に応じて食品製造業等に対し
取り扱い等の指導を行います。
また、市内に流通する大豆、トウモロコシ、コメ及びそれらの加工品について、遺伝子組換え
食品の検査を行います。

210 186 162 162想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

20 140 260 260 260

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

検査検
体数

件⑦

事
業
計
画

細事業名称 自然毒等に対する検査事業

細事業概要

近年、今まで貝毒による毒化が確認されていなかった海域においても二枚貝の毒化が確認され
ています。また、令和３年度に本市で実施した貝毒検査において、規制値を超える麻痺性貝毒
を検出した事例がありました。また、ふぐ毒による食中毒は毎年発生しており、市民からも高
い関心が寄せられています。そこで、貝毒及びふぐ毒について、検査体制のさらなる拡充を図
ります。また、カビ毒であるアフラトキシンは天然物で最も強力な発がん物質であり、検疫所
の検査において違反事例が多く発生していることから、引き続きカビ毒のアフラトキシンにつ
いて、ナッツ類、香辛料等の検査を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

2,387 2,662 275 検体数増加による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

42

45

７年度

想定 30 10

⑥

事
業
計
画

細事業名称 魚介類の新たな寄生虫に対する検査事業

細事業概要

近年、魚介類に寄生するアニサキスによる食中毒が多く発生しています。令和２年度の食中毒
発生件数は35件でしたが、このうちアニサキスを原因とするものが最も多く、20件発生しまし
た。こうした現状を受け、アニサキスの検査体制を整備するとともに、市場に流通する魚類を
対象に検査を実施することで、その寄生実態を把握します。
また、引き続き市内及びインターネット上に流通する生食用生鮮ヒラメについて、クドア・セ
プテンプンクタータの検査を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 174 602 428 検体数増加による増

細事業事業量 年度 元年度

指標

検査検
体数

単位 想定 20 20

件 実績 20 14 17 107

単位

分析
結果

・法律・政
令

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

8

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

45 45 45

実績

10

10 8

・目標を概
ね達成

・委託不可



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

25

７年度

検査検
体数

単位 想定 - 25 25

分析
結果

25 25 25

容器包装の検査事業

細事業概要
食品衛生法の改正により、合成樹脂製の器具・容器包装について、令和２年度からポジティブ
リスト制度が導入され、安全性を評価した物質のみが製造に使用できるようになったことか
ら、量販店に流通している合成樹脂製の器具や容器包装の検査を実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

検体数増加による増

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

件 実績 - 0 0 23

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

333 369 36 検体数増加による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

⑨

事
業
計
画

細事業名称 食品苦情等対応事業

細事業概要
異物混入等の食品に関する苦情や、食品偽装に対する情報提供等の届出については、その原因
や真偽の究明に様々な検査が必要不可欠となっています。これらに迅速かつ的確に対処できる
ように検査を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,609 1,622 13

1,000

件 実績 625 444 398 576

処理件
数

単位 想定 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・該当なし



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,669 5,518 ▲ 151

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

472 605

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

5,669 5,518 ▲ 151

・該当なし
・目標を概
ね達成

591 571 553 553 553

検体 実績 636

単位 想定 631 608

601

市場流
通食品
等検査

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 食品の放射性物質検査事業

所管区局・課 医療 食品衛生 会計 7 7 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 6

事業概要

市民の食の安全・安心を確保するため、市内に流通する食品について放射性物質検査を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市内産農畜水産物、市内・市場流通食品、インターネットで販売される食品などの放射性物質
検査を実施する。

検体数減少による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

市内流通食品等検査事業

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

食品表示は、消費者の食品を摂取する際の安全性の確保や、自主的かつ合理的な食品の選択の機会の確保に重要な役
割を果たしています。流通・販売されている食品の不適正表示を排除することや、食品関連事業者や市民に対して正
しい表示の知識を啓発していくことが、食品表示による消費者利益等に寄与することから、食品販売店等の監視等を
実施するとともに、食品表示に関する周知啓発等を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

食品表示基準の改正に伴い、事業者に対して「遺伝子組換え表示制度の改正」について周知啓
発を行います。また、必要に応じて食品表示に関する講習会を実施します。

パンフレット等印刷費高騰による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

事業者への食品表示啓発事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 食品の適正表示推進事業

所管区局・課 医療 食品衛生 会計 7 7 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 7

事業概要

4 4 4 4 4

回 実績 8

単位 想定 4 4

2

講習会
実施回
数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

260 302 42

・該当なし
・目標を概
ね達成

0 0

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,396 2,557 161



検体 10

・委託不可

20

想定 - 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 252

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

20 25

７年度５年度

感染症流行による事業量減少が通常に戻ったことによる増

６年度

6

栄養成分表示検査事業

３年度 ４年度

単位 想定 20 25 20 20 20

558 193

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を上
回った

20 20

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 - 1 1

②

549 啓発物掲出回数増加による増

啓発物
掲出回
数

297

単位 1

市民への食品表示啓発事業

市民に対し、令和２年４月から義務化された「栄養成分表示」及び令和４年４月から義務化さ
れる「原則全ての加工食品への原料原産地表示」に関して、公共交通機関における啓発物の掲
示をすることで周知啓発を行います。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
市民の健康的な食生活支援のため、栄養成分表示の試験検査による科学的な調査を実施しま
す。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 365

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

栄養成
分表示
検査検
体数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 食品表示担当監視等事業

細事業概要 食品取扱施設に対する監視指導を実施し、不適切な表示をしている食品の排除に努めます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

1,519 1,148 ▲ 371 監視用車両再リースによる減

・委託不可 ・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

300 300

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

738

770 770 300

122

決算

７年度

単位 300

客観的指標に
基づく分析

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・維持

立入件
数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 80 107

指標

770



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市民の健康の維持及び安全・安心を提供するため試験検査環境を確保し公衆衛生上の科学的・技術的中核施設として
の機能の維持・向上を果たすため、庁舎の適正な施設管理及び運営を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

衛生研究所の会計年度任用職員及び倫理審査委員会委員の人件費を支出します。

特別職の減に伴う減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 管理費

所管区局・課 医療 管理 会計 7 7 2

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 1

事業概要

8 8 8 8 8

人 実績 8

単位 想定 8 8

8

会計年
度任用
職員

人件費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

36,061 28,289 ▲ 7,772

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

8 9

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 134,167 136,524 2,357



・委託の拡
大不可

想定 25 32 32 34

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 98,106

・該当なし
・求めるべ
きではない

36

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

35

３年度 ４年度

実績 52 62 35

②

108,235 電気料金の値上がりに伴う増

保守点
検等委
託

10,129

単位 35

管理運営費

施設・設備の保守点検・修繕、光熱水費の支出等、衛生研究所の管理運営業務を実施します。

細事業事業量

37

年度 元年度 ２年度

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　市民の健康保持と安全で衛生的な生活環境を確保するため、法令に基づく行政検査と市民等からの依頼による依頼
検査を行います。
　また、健康危機発生時に、病因物質又は原因物質を特定するための試験検査及びこれらの物質に係わる健康被害情
報等の収集・解析・提供を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　保健所が収去等を行った食品や飲料水などについて、ＧＬＰに即して検査を行うとともに、
市民からの検査依頼についても対応します。未知の化学物質の特定や感染症、大規模食中毒、
バイオケミカルテロ対策のための緊急突発的な検査を行います。感染症法による病原体の適正
な管理に適合するための設備メンテナンスを行います。

機器等の修繕料及び保守点検委託費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

試験検査事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 試験検査費

所管区局・課 医療 微生物検査研究 会計 7 7 2

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

102,454 102,454 102,454 102,454 102,454

件 実績 95,728

単位 想定 102,454 102,454

81,477

検査項
目数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

37,147 34,468 ▲ 2,679

・該当なし
・目標を下
回った

80,613 81,794

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 37,797 35,143 ▲ 2,654



・委託不可

想定 33 32 33 33

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 650

・該当なし
・負担は適
切である

33

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

33

３年度 ４年度

実績 33 32 33

②

675 受託額の増

サンプ
リング
数

25

単位 33

厚生労働省受託事業（食品長期監視事業）

食品等を長期保管し、将来、特定の有害物質の汚染が明らかになった場合に、保管しておいた
食品等の検査を実施して、過去の暴露状況を把握することにより、人への健康影響を評価しま
す。当所ではトータルダイエット試料及び食品のサンプルの調製、サンプル内訳書類等を作成
し冷凍施設へ送付します。

細事業事業量

33

年度 元年度 ２年度

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,277 2,345 68

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

63 66

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,869 1,849 ▲ 20

・該当なし
・目標を概
ね達成

66 66 66 66 66

件 実績 62

単位 想定 67 61

67

調査研
究件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 調査研究・研修指導事業

所管区局・課 医療 管理 会計 7 7 2

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

衛生研究所の役割となっている「調査研究」「研修指導」「公衆衛生情報の提供」について、必要な事業を実施しま
す。また、食品衛生法等により義務付けられている信頼性確保部門として試験検査等における精度管理に関する業務
を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

他の地研や国等の研究所と連携しプロジェクト研究等を積極的に推進する。
また、技術上の問題点や行政課題を解決するために、検査法の改良、遺伝子解析などの調査研
究を行う。

消耗品費減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

調査研究事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

外部精
度管理
調査

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
信頼性確保部門が試験品の取扱い等あらかじめ作成された標準作業書により適正に実施されて
いることを確認します（内部精度管理）。また、衛生研究所等の検査機関は、外部精度管理調
査に参加し、検査技術の維持向上に努めます（外部精度管理）。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 408

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

研修受
託件数

1

単位 50

研修指導・施設公開事業

保健所職員、地域保健関係者の人材の養成、資質の向上を目的とした研修指導を行う。
また、衛生研究所の業務を理解し関心を持ってもらうとともに、公衆衛生に関する知識を深め
てもらうために施設公開を実施する。

細事業事業量

50

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1 旅費増

12 12

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

50

３年度 ４年度

実績 57 14 4

②

元年度 ２年度

11 11

７年度５年度

外部精度管理手数料値上げ

６年度

10

精度管理事業

３年度 ４年度

単位 想定 12 12 12 12 12

495 87

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 50 50 50 50

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・委託不可

1111件



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,268 6,487 2,219

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

3,796,447 2,621,127

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

821 775 ▲ 46

・該当なし
・目標を下
回った

3,800,000 3,800,000 2,300,000 2,300,000 2,300,000

件 実績 2,773,019

単位 想定 1,067,000 2,800,000

2,785,876

衛生研究
所HP感染
症情報ア
クセス

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 感染症・疫学情報提供等事業

所管区局・課 医療 感染症・疫学情報 会計 7 7 2

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 4

事業概要

国内外の感染症発生動向や区局の健康福祉データ等の情報を分析し、正確な実態把握に基づいた施策立案とその評
価のための基礎データを収集・蓄積し、医療機関、市民や区局へ情報提供を行うことで、市民の感染症予防・啓発
につなげます。また、それら事業の基盤となる所内LAN等の運営・管理を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　感染症法に基づく地方感染症情報センターとして、市内の感染症定点医療機関から得られた
感染症発生動向を国へWeb経由で報告するとともに、国内外の感染症発生動向を医療機関や市
民へ情報提供（ホームページ掲載やメール送信等）し、市民の感染症予防・啓発を行います。

消耗品費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地方感染症情報センター事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

衛生研究所が実施する事業全般の基盤となる所内LAN（ファイルサーバ2台・クライアント約
100台）の運営・管理を実施します。当該サーバシステムはバックアップ機能を強化したレプ
リケーションを導入しており、安定稼働に必要な専門業者による運用支援を引き続き受けま
す。また4年度は所内サーバ更新が予定されており、サーバ移行に伴う構築業務を専門業者に
委託します。併せて、個人情報（病原体検査の患者情報など）の管理をより適切に行うため、
アクセスログの取得が可能な構成（ハードおよびソフト両面）とします。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,889

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない客観的指標に

基づく分析

関係区局
の依頼に
よる疫学
調査分析

100

単位 20

疫学調査分析事業

　区局の健康福祉分野における疫学調査分析(アンケート調査、既存データ分析や事業評価等)
を支援し、正確な根拠に基づいた施策立案やその評価を可能にすることで、市民生活の向上に
寄与します。また、この事業の継続に必須である分析用ソフト(SPSS)を更新します。

細事業事業量

20

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

659 ソフトウェア更新による増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

20

３年度 ４年度

実績 9 12 13②

元年度 ２年度 ７年度５年度

サーバ更新による増

６年度

11

所内LAN等運営・管理費

３年度 ４年度

単位 想定

5,053 2,164

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 28 20 20 20

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 559

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 58,730 61,246 2,516

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

49 33

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

58,730 61,246 2,516

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

34 37 37 37 37

件 実績 46

単位 想定 55 40

38

機器リー
ス・備品

購入

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 衛生研究所試験検査機器維持整備事業費

所管区局・課 医療 管理 会計 7 7 2

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 5

事業概要

市民の健康安全確保・健康危機管理において、保健所の収去品の検査をはじめとした試験検査には、各種検査機器が
必要不可欠です。現在、直接的に試験検査に関連するものだけに限っても1000点を超える機器類が運用されており、
検査機能の維持や健康危機管理体制における各検査の信頼性を確保するため、計画的に検査機器を整備します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

リース継続機器のリース料の支出、リース満了機器のリース延長・買取・新規リース契約、備
品の購入を実施します。

必要経費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

衛生研究所試験検査機器維持整備事業費

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

地域特性や市民のニーズに応じた質の高い保健サービスの企画立案への活用、事業評価等のため、他区局からの依
頼に基づき行政保有の健康関連データ等の分析を実施します。実施にあたり大規模かつ高度な分析に対応した統計
ソフトを使用します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

地域特性や市民のニーズに応じた質の高い保健サービスの企画立案への活用、事業評価等のた
め、他区局からの依頼に基づき行政保有の健康関連データ等の分析を実施します。実施にあた
り大規模かつ高度な分析に対応した統計ソフトを使用します。

ソフトウェア更新の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 ヘルスデータ活用事業（健康アクション推進事業）

所管区局・課 医療 感染症・疫学情報 会計 7 7 2

政策・施策 政策番号 7 施策番号 1 評価書番号 6

事業概要

10 10 10 10 10

実績 4

単位 想定 4 4

5

データ
分析依
頼

事
業
計
画

事
業
実
績

ヘルスデータ活用事業（健康アクション推進事業）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,308 666 ▲ 642

・該当なし
・目標を下
回った

5 8

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,308 666 ▲ 642



様式３

局 款 項 目

と畜場法に基づき、食肉市場に搬入される食肉動物のと畜検査及び検査に伴う微生物・病理組織・理化学検査を実施
します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

食肉市場に搬入される食肉動物のと畜検査及び検査に伴う微生物・病理組織・理化学検査を実
施します。

備品購入費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

27,722 26,955 ▲ 767

・該当なし
・目標を上
回った

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 食肉衛生検査事業

所管区局・課 医療 食肉衛生検査所 会計 7 7 3

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 1

事業概要

152,061 160,695 160,695 160,695 160,695

頭 実績 158,875

単位 想定 146,069 147,414

161,437

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

と畜検
査頭数

事
業
計
画

事
業
実
績

食肉衛生検査事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

159,965 162,438

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 27,722 26,955 ▲ 767



様式３

局 款 項 目食肉衛生検査所

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

食肉衛生検査所の各種検査業務を行うための管理・運営を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

食肉衛生検査所の各種検査業務を行うための管理・運営を行います。

電気料金高騰による光熱水費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 管理運営事業

所管区局・課 医療 会計 7 7 3

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

実績

単位 想定
内部事
務経費
のみの
事業の
ため省
略

事
業
計
画

事
業
実
績

食肉衛生検査事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

37,161 37,448 287

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 37,161 37,448 287



様式３

局 款 項 目

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

ＢＳＥ（牛海綿状脳症）が疑われる牛を対象にスクリーニング検査を実施するとともに、すべての牛の特定部位
（脊髄等）の除去作業を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

ＢＳＥ症状が疑われる牛を対象にスクリーニング検査を行います。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 BSE（牛海綿状脳症）等検査事業

所管区局・課 医療 会計 7 7 3

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

9,739 9,116 9,116 9,116 9,116

頭 実績 7,961

単位 想定 11,725 10,992

12,804

特定部
位除去
頭数

事
業
計
画

事
業
実
績

食肉衛生検査事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

10,980 10,980 0

・該当なし
・目標を上
回った

細事業名称

8,263 10,854

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,980 10,980 0

食肉衛生検査所



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,734 7,499 1,765

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,430 960

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,792 4,529 1,737

・該当なし
・目標を概
ね達成

2,000 3,300 3,300 3,300 3,300

件 実績 2,922

単位 想定 3,300 2,000

1,184

営業施
設監視
指導件
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 環境衛生監視指導事業

所管区局・課 医療 生活衛生 会計 7 7 4

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 1

事業概要

　市内の環境衛生関係営業施設及び住宅宿泊事業法に基づく届出住宅について、許認可、監視指導及び自主衛生管理
の推進を通じて、環境衛生水準の維持向上を促進するとともに、事業者の衛生意識を啓発します。
　また、墓地等について、経営許可及び指導等により、経営の安定及び周辺環境との調和等を図ります。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

環境衛生関係営業施設に対する許認可手続及び監視指導等の機会を捉えて指導を行います。ま
た、監視業務に必要な検査機器の整備等を行います。

耐用年数を経過したガス検知器の買
換えによる増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

環境衛生監視指導事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

実施施
設数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
環境衛生関係営業（５業種）が集まる横浜市生活衛生協議会が実施する自主管理検査に対して
費用を補助します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,843

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

相談件
数

127

単位 1,350

墓地許認可関係業務

墓地等の経営の許可等に係る手続及び相談対応等を行うほか、横浜市墓地等設置財務状況審査
会については、墓地等の経営主体の財務状況がより適切に審査されるよう運営します。

細事業事業量

1,350

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

398 財務状況審査会の開催数の増による増

1,500 1,500

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1,350

３年度 ４年度

実績 1,037 1,544 1,490

②

元年度 ２年度

1,709 1,606

７年度５年度

対象施設数の減による減

６年度

1,573

環境衛生自主管理事業

３年度 ４年度

単位 想定 1,800 1,700 1,550 1,500 1,500

1,744 ▲ 99

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 1,000 1,100 1,350 1,350

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 271

・委託不可

1,4331,535件



200

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 194 178

200 300 350

170

決算

７年度

単位 400

客観的指標に
基づく分析

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・増える

届出施
設数

450 500

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

186

④

事
業
計
画

細事業名称 住宅宿泊サービス対応事業

細事業概要 住宅宿泊事業を営む者に対し適正な運営のための指導及び啓発を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

828 828 0 －

・委託不可 ・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

シックハウス対策及び家庭用品に係る健康被害予防について、市民及び事業者への指導及び啓発を通じて、市民及び
事業者による適切な対策を促進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　住居対策事業においては、市民からのシックハウス対策に関する相談に対して、住まい方に
おける改善方法について指導及び助言を行うほか、講習会等を通して最新情報を提供し、健康
的な居住環境についての意識啓発を行います。
　多数人利用施設対策事業においては、「横浜市公共建築物シックハウス対策ガイドライン」
及び「横浜市建築物シックハウス対策ガイドライン」に基づき対策を推進すると共に、公共建
築物や多数人利用施設等の施設管理者に対し講習会を実施します。
　検査機器を整備し、健康被害発生時等に迅速な原因究明等ができる環境を調えます。

検査機器の維持メンテナンスの隔年
実施による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 居住衛生対策事業

所管区局・課 医療 生活衛生 会計 7 7 4

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

180 400 400 400 400

名 実績 392

単位 想定 400 400

238

市民対
象講習
会参加
人数

シックハウス対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

816 566 ▲ 250

・該当なし
・目標を概
ね達成

161 266

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,715 2,603 ▲ 112



・委託不可

想定 60 60 60 60

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,899

・該当なし
・負担は適
切である

59

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

60

３年度 ４年度

実績 68 70 61

②

2,037 検体等の価格の変動に伴う増

試買等
検体数

138

単位 60

家庭用品衛生対策事業

家庭用品販売事業者等の監視指導及び市販の家庭用品について試買検査を行い、違反製品につ
いては販売中止等の指導を行うほか、検査結果を市民に情報提供します。

細事業事業量

60

年度 元年度 ２年度

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市民の安全な生活環境の確保を目的として、感染症予防対策の普及や危害防止のため、衛生害虫等に関する啓発や相
談対応等を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

スズメバチ等について危害や対処方法に関する啓発を行います。また、空家等、スズメバチの
巣ができた場所の所有者が不明であり、かつ緊急性がある場合は、公費負担により巣駆除を実
施します。

駆除委託件数の減による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 生活環境対策事業

所管区局・課 医療 生活衛生 会計 7 7 4

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

2,200 2,000 2,000 2,000 2,000

件 実績 1,729

単位 想定 2,500 2,500

1,757

スズメ
バチ相
談件数

事
業
計
画

事
業
実
績

スズメバチ等対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

266 77 ▲ 189

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

1,624 1,646

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,544 510 ▲ 1,034



件 47

・委託不可

63

想定 10,000 10,000 9,100 8,200

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 217

・事務改善
が可能

・求めてい
ない

年度

実績

元年度 ２年度

75 60

７年度５年度

東京2020大会終了に伴う委託業務の減による減

６年度

8,276

蚊媒介感染症対策事業

３年度 ４年度

単位 想定 300 300 100 100 100

229 ▲ 832

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

100 100

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

8,200

３年度 ４年度

実績 7,679 6,843 7,059

②

204 消耗品を廉価に購入できたことによる減

衛生害
虫等相
談件数
（総
数）

▲ 13

単位 8,200

ねずみ・トコジラミ等対策事業

市民にねずみやトコジラミの防除方法等について啓発を行うほか必要な物品を配付します。ま
た、職員を対象に専門的な講習会を実施します。

細事業事業量

8,200

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 市民に対し、デング熱等の蚊が媒介して拡大する感染症の予防対策について啓発を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,061

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

相談件
数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,707 4,180 ▲ 527

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

0 701

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,633 4,143 ▲ 490

・該当なし
・目標を下
回った

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

件 実績 1,197

単位 想定 1,197 0

675

簡易水
質検査
等実施
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 災害時生活用水確保事業

所管区局・課 医療 生活衛生 会計 7 7 4

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 4

事業概要

災害応急用井戸の適正管理の支援及び発災時の防疫活動等を通じて、災害時における衛生水準の維持向上を促進しま
す。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

災害発生時に井戸の水を地域の方々へ生活用水として提供していただける井戸設置者を募集
し、災害応急用井戸として指定します。災害応急用井戸については、施設調査、簡易水質検査
及び管理に関する助言を行います。

簡易水質検査委託の委託内容の見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

災害時生活用水確保業務

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

浸水家
屋等の
調査件
数

▲ 37

単位 10

防疫対策業務

発災時に防疫活動を行うほか、発災時に備えた消毒方法の啓発や迅速な対応ができるよう必要
な消毒用薬剤等を確保します。また、発災時に迅速で的確な防疫活動ができるよう、社団法人
神奈川県ペストコントロール協会及び社団法人横浜市薬剤師会等の関係団体と締結している協
定については、他都市及び現下の本市の状況等を踏まえて必要な更新を行います。

細事業事業量

10

年度 元年度 ２年度

37 消毒薬剤の使用種類の見直しによる減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

10

３年度 ４年度

実績 54 0 0

②

0

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 10 10 10 10

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 74

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 6,862 6,626 ▲ 236

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

40 42

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

5,055 3,887 ▲ 1,168

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

65 65 60 55 50

件 実績 55

単位 想定 65 65

53

レジオ
ネラ症
患者届
出件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 建築物衛生対策事業

所管区局・課 医療 生活衛生 会計 7 7 4

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 5

事業概要

レジオネラ症の発生予防や感染拡大防止、特定建築物の衛生状態の向上、飲料水の汚染等の防止等、建築物やその設
備に関する衛生的な環境を確保することにより、市民の安全で衛生的な生活環境を確保します。また、災害発生時に
市民が衛生的な飲料水を確保できるようにします。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

レジオネラ症発生時には患者利用施設等の調査を行い、原因究明に務めるほか、必要に応じて
施設管理等の改善指導を行います。レジオネラ症発生防止のため、市民及び施設管理者へ予防
策の周知及び啓発を行います。社会福祉施設及び公共施設等へは立入調査等を実施し、入浴設
備等の適正管理の指導を行います。

検査方法の見直し及び検体数の減による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

レジオネラ症防止対策業務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

対象未
受検施
設数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
受水槽の設置者に対し、管理状況検査に係る受検指導及び改善指導を行うほか、自己点検の実
施及び結果報告について指導を行います。また、水質事故があった際に水質検査等を含めた調
査により原因究明等を実施し、危害拡大防止及び再発防止に繋げます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,383

・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない客観的指標に

基づく分析

事前指
導件数

▲ 72

単位 30

特定建築物等指導業務

特定建築物の建築前には、衛生的な維持管理に適した構造設備となるよう、建築主に対して事
前指導を行います。建築後は、空気調和設備及び給排水設備等について立入検査を行い、適正
管理を指導します。法定の事業を営む事業者に対し登録事務を行うとともに、登録営業所に立
入検査を実施し適正管理を指導します。

細事業事業量

30

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

307
空気環境測定器の点検頻度の見直し
による減

960 940

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

30

３年度 ４年度

実績 24 26 24

②

元年度 ２年度

704 951

７年度

・負担は適
切である

５年度

検査試薬の単価引上げ、検査項目見
直し及び信頼性確保に係る必要試薬
の見直しによる増

６年度

29

受水槽施設指導業務

３年度 ４年度

単位 想定 1,000 1,000 1,000 1,000 980

2,412 1,029

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可
・事務改善
が可能

年度

実績

想定 30 30 30 30

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 379

・委託不可

573662件



15

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 5 5

15 6 11

5

決算

７年度

単位 16

客観的指標に
基づく分析

・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・増える

認定施
設数

21 26

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

5

④

事
業
計
画

細事業名称 災害時貯水槽水道活用事業

細事業概要 一定の要件を満たす貯水槽を災害時給水協力貯水槽として認定します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

45 20 ▲ 25 対象件数の減による減

・委託不可 ・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 45,050 44,902 ▲ 148

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

55 53

４年度 増減説明

決算

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

45,050 44,902 ▲ 148

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

56 54 54 54 54

施設 実績 59

単位 想定 67 60

51

補助対
象施設
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公衆浴場確保対策事業

所管区局・課 医療 生活衛生 会計 7 7 4

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 6

事業概要

公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律に即して、市民による利用の機会の確保を図るため、市内公衆浴場に
経費の一部の補助を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市内公衆浴場に対し補助金を交付します。

対象施設数の減による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

公衆浴場確保対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 79,898 79,898

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

ー ー

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 79,898 79,898

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

ー 54 51 ー ー

施設 実績 ー

単位 想定 ー ー

50

申請施
設数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公衆浴場燃料価格等高騰対策臨時支援事業

所管区局・課 医療 生活衛生 会計 7 7 4

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 7

事業概要

公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律（昭和56年法律第68号）では、地方公共団体に対し助成その他必要な
措置を講じるよう規定されています。今般の公衆浴場施設の燃料費及び光熱費の増大に伴う経営への影響を減らすた
め、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（原油価格・物価高騰等総合緊急対策）による事業者支援の
一環で、緊急措置として、市内の一般公衆浴場に対して燃料費及び光熱費の増額相当分を補助します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（原油価格・物価高騰等総合緊急対策）に
よる事業者支援の一環で、緊急措置として、市内の一般公衆浴場に対する燃料費及び光熱費の
増額相当分の補助を行います。

事業の新設による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

公衆浴場燃料価格等高騰対策臨時支援事業

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 29,700 34,218 4,518

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,871 2,999

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

29,700 34,218 4,518

・国事業と
類似・重複

・目標を下
回った

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

人 実績 4,965

単位 想定 8,000 6,100

4,018

動物愛
護セン
ター来
場者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 動物愛護センター運営事業

所管区局・課 医療 会計 7 7 6

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

動物愛護センターにおいて動物保護管理業務及び市民協働事業を推進するための管理・運営を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

動物愛護センターにおいて動物保護管理業務及び市民協働事業を推進するための管理・運営を
行います。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

管理運営費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

動物愛護センター



様式３

局 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 18,395 17,694 ▲ 701

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

103／246 79／346

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

844 2,146 1,302

・国事業と
類似・重複

・目標を下
回った

95／16,500 95／16,500 95／16,500 95／16,500 95／16,500

回／人 実績 118／ 1,405

単位 想定 105／16,500 95／16,500

140／6438

啓発件
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 動物愛護普及啓発事業

所管区局・課 医療 会計 7 7 6

政策・施策 政策番号 35 施策番号 5 評価書番号 2

事業概要

動物愛護思想や適正飼育の普及啓発を積極的に行うことで、飼い主不明の犬や猫の減少を目指し、人と動物との共生
を推進します。多頭飼育崩壊対策として飼い主を支援し、生活環境の改善を図ります。
飼い主のいない猫対策として不妊去勢手術補助金交付事業や、地域猫支援事業を実施します。
大規模災害に対する平常時からの備えについて市民へ啓発を行います。また、発災時に被災動物の救援活動が円滑に
行えるよう関係団体と連携して体制を整えます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

動物愛護思想や適正飼育の普及啓発を積極的に行うことで、飼い主不明の犬や猫の減少を目指
し、人と動物との共生を推進します。多頭飼育崩壊対策として飼い主を支援し、生活環境の改
善を図ります。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

動物の愛護及び正しい飼い方の普及啓発

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

動物愛護センター



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

頭

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

マイク
ロチッ
プ装着
補助頭
数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
大規模災害に対する平常時からの備えについて市民へ啓発を行います。また、発災時に被災動
物の救援活動が円滑に行えるよう関係団体と連携して体制を整えます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,103

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

猫の不
妊去勢
手術補
助頭数

▲ 3,234

単位 3,500

猫の不妊去勢手術の推進

飼い主のいない猫対策として不妊去勢手術補助金交付事業や、地域猫支援事業を実施します。

細事業事業量

3,500

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

13,214

450 450

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

3,500

３年度 ４年度

実績 3,884 4,075 3,257

②

２年度

537 477

７年度５年度 ６年度

2,616

災害時のペット対策

３年度 ４年度

単位 想定 500 650 500 500 450

2,334 1,231

分析
結果

・減る
・規則・方
針

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

年度

実績

元年度

想定 5,700 4,500 4,000 4,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 16,448

・補助事業
化が可能

464530頭



様式３

局 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 56,831 58,064 1,233

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

80/470/1 70/368/0

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・減る
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

56,586 57,501 915

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

100/500/5 100/500/5 100/500/5 100/500/5 100/500/5

頭 実績 54/417/5

単位 想定 105/470/5 90/460/5

37/330/2

犬／猫
／その
他の譲
渡数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 動物保護管理事業

所管区局・課 医療 会計 7 7 6

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 3

事業概要

収容された犬や猫の健康状態についての診察を行い、ワクチンや検査など必要な措置を行うとともに、動物病院から
搬送された傷病動物についてもセンターで引き続き治療を行います。収容後は、健康状態や社会への適合性等を確認
し、不妊去勢手術及びマイクロチップの装着等を行い、譲渡します。また、動物取扱業（ペットショップ等）の監視
指導、特定動物（人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれがある動物）の飼養許可及び飼養保管状況の監視指導
を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

収容された犬や猫の健康状態についての診察を行い、ワクチンや検査など必要な措置を行うと
ともに、動物病院から搬送された傷病動物についてもセンターで引き続き治療を行います。収
容後は、健康状態や社会への適合性等を確認し、不妊去勢手術及びマイクロチップの装着等を
行い、譲渡します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

動物の保護収容、保護管理事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

動物愛護センター



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

動物取
扱業立
入検査
件数

318

単位 900

動物取扱業、特定動物飼養の監視指導

動物取扱業（ペットショップ等）の監視指導、特定動物（人の生命、身体又は財産に害を加え
るおそれがある動物）の飼養保管状況への監視指導を強化します。

細事業事業量

900

年度 元年度 ２年度

563

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

900

３年度 ４年度

実績 470 301 493

②

672

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を下
回った

・事務改善
が可能

・負担は適
切である

想定 470 301 900 900

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 245

・一部委託
が可能



様式３

局 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 62,988 67,171 4,183

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

130,418 125,506

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・事務改善
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

62,988 67,171 4,183

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

140,000 140,000 140,000 140,000 140,000

頭 実績 127,905

単位 想定 134,000 140,000

125,019

狂犬病
予防接
種頭数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 狂犬病予防事業

所管区局・課 医療 会計 7 7 6

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 4

事業概要

狂犬病の発生を未然に防ぐため、犬の登録・狂犬病予防注射の接種を推進し、犬鑑札及び狂犬病予防注射済票の交付
を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

狂犬病の発生を未然に防ぐため、犬の登録・狂犬病予防注射の接種を推進し、犬鑑札及び狂犬
病予防注射済票の交付を行います。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

狂犬病予防事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

動物愛護センター



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,588 4,333 ▲ 255

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

総務諸費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,147 2,973 ▲ 174

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療総務諸費

所管区局・課 医療 総務 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

日常の庶務事務作業を一年を通して、円滑に執行するとともに、課題に適応した研修の企画、実施及び各種研修機関
等への派遣を行い、局事業の円滑な推進に寄与する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

日常の庶務事務作業

旅費等の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 会計年度任用職員の雇用

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,441

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

0

単位

人権啓発研修

外部講師による研修の実施

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

元年度 ２年度 ７年度５年度

人権費及び通勤手当の減

６年度

その他事業

３年度 ４年度

単位 想定

1,360 ▲ 81

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 13,552 16,495 2,943

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,724 4,190 2,466

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療政策推進事業

所管区局・課 医療 医療政策 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

本市医療政策の推進を図るため、施策の企画・立案や検討・評価を行う事業です。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・医療政策に係る会議等の運営、ウェブ会議の実施
・医療政策分野に関する情報収集

事業移管による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

医療政策に係る総合企画検討

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 健康福祉総合センター管理、運営、貸付事業

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 828

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

HP医療
機関情
報検索
件数

0

単位 100,000

医療機関連携推進事業

地域医療連携センターが行う医療連携に関する啓発等に対して、事業費の一部を負担します。

細事業事業量

100,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

11,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

100,000

３年度 ４年度

実績 95,231 99,936 98,897

②

元年度 ２年度 ７年度５年度

設備更新による増

６年度

91,176

健康福祉総合センター貸付事業

３年度 ４年度

単位 想定

1,305 477

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 95,000 96,000 100,000 100,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 11,000

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　医療に関する情報は、既に医療を必要としているなど関心の高い人（顕在関心層）と、現在健康であるため関心
の低い人（潜在関心層）とが対照的であるため、従来のような事業単位での情報発信や、漠然としたオールター
ゲットに対する発信では届かないことが課題となっていることを踏まえ、29年度末に「医療に関する総合的な市民
啓発方針」を策定し、30年度からは「医療の視点プロジェクト」を、局一体的な実行支援委託のもとで実施してい
ます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・医療に関するコミュニケーションギャップの改善を目的にした「医療マンガ大賞」を実施し
ます。（年１回）
・医療に関する市民啓発を実施します。

事業見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

一体的な実行支援委託による啓発実施

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療に関する総合的な市民啓発推進事業

所管区局・課 医療 医療政策 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

1 1 1 1 1

回 実績 1

単位 想定 1 1

1

「医療
マンガ
大賞」
年間開
催数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

29,923 27,438 ▲ 2,485

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 1

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 36,338 29,921 ▲ 6,417



・委託の拡
大不可

想定 11,000 6,000 5,800 5,800

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6,415

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

・財源確保
が可能

8,760

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

5,800

３年度 ４年度

実績 11,283 6,410 5,930

②

2,483 事業内容見直しによる減

＃7119
リーフ
レット
配布部
数

▲ 3,932

単位 5,800

統一コンセプトによる啓発実施

・救急相談窓口（＃7119）のリーフレット等による啓発を行います。
・心臓リハビリテーションについてのリーフレットによる啓発を行います。
・小児の救急に関する情報を子育て世代に伝わりやすい方法で啓発します。

細事業事業量

5,800

年度 元年度 ２年度

枚

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,616 960 ▲ 656

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

98 25

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 0 0

・該当なし
・目標を下
回った

100 100 100 100 100

人 実績 86

単位 想定 100 100

19

参加人数
（延べ人
数）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療政策人材育成事業

所管区局・課 医療局 医療政策 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 4

事業概要

職員全体に様々な医療政策についての情報発信を行い、医療や保健、福祉に関する業務に携わる意向を持った職員を
育てていくと同時に、医療政策部門の中心的な役割を担う人材を継続的に育成します。また、医療ICTやビッグデー
タの活用などによりエビデンスに基づいた施策の展開など、新たな医療政策の課題に対応できるスキルを持った人材
を育成します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

様々な分野の講師に講演を依頼し、医療政策に携わる職員の知識を深め視野を広げると同時
に、幅広い部署に周知を行い、医療政策人材の裾野を広げます。また、医療監視に同行し、医
療現場の視察を行います。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

医療政策人材育成研修

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

人

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

資格取得
者数（新
規支援対
象者）

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
医療や福祉、保健に関し総合的に研究し、専門知識を習得するため、大学院へ職員を派遣しま
す。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 536

・規則・方
針

・該当なし
・実施しな
かった

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

外部研修
の受講者

400

単位 若干名

外部機関等による研修の受講

外部機関の開催する研修会やセミナー等に随時参加し、情報収集を行うとともに職員のスキル
アップを図ります。

細事業事業量

若干名

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

700 受講料及び受講者数の増

0 0

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

若干名

３年度 ４年度

実績 5 3 3

②

元年度 ２年度

1 1

７年度５年度

令和４年度の派遣見送りのため

６年度

3

職員の大学院派遣

３年度 ４年度

単位 想定 1 1 1 1 0

0 ▲ 536

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 若干名 若干名 若干名 若干名

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 300

・委託不可

01人



4

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 2 1

4 2 2

1

決算

７年度

単位 若干名

客観的指標に
基づく分析

・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

資格取得
者数（新
規支援対
象者）

若干名 若干名

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

2

④

事
業
計
画

細事業名称 資格取得支援

細事業概要
医療政策、福祉、保健、病院経営に係る業務に従事する職員を対象に、資格取得の支援を行い
ます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

780 260 ▲ 520 受講者数の減

・委託不可 ・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 493,033 495,186 2,153

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2 2

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

492,483 494,638 2,155

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 2 2 2 2

校 実績 2

単位 想定 2 2

2

補助対
象学校
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 看護人材確保事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 5

事業概要

将来の医療提供体制を支える看護人材の確保に向けて、市内における看護師等の養成、潜在看護師の再就職及び復職
後の定着を推進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

横浜市医師会及び横浜市病院協会の看護専門学校に対し、運営費の補助を行います。

人件費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

看護専門学校運営費補助事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

フォロー
アップ研
修の開催
回数

▲ 3

単位 3

看護師復職支援事業

地域医療を支える看護職員を確保するため、医療現場から長期間離れていた横浜市内看護職員
に対するフォローアップ研修を実施し、復職後の職場定着を支援します。また、各病院が実施
している潜在看護師向けの復職支援研修について、広報支援を行います。

細事業事業量

3

年度 元年度 ２年度

547

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

3

３年度 ４年度

実績 2 2 2

②

3

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

想定 2 2 3 3

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 550

・委託の拡
大不可



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市民が適切な治療を受けられる体制を整えるため、昭和56年に策定された「よこはま２１世紀プラン」で、市域を７
方面に分け、そのうち医療施設の充実している中央部を除く６方面に、地域中核病院を整備することとした。地域中
核病院の整備は、地域に不足する医療機能を補完するものであり、事業主体は民営を基本に、誘致方式等により行
い、その建設のための借入資金に対する利子補助を行う。地域中核病院を含む協議会の運営。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

地域中核病院である昭和大学横浜市北部病院の建設資金に対する利子補助

借入金残高の減少に伴う利子補助金の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域中核病院支援事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 6

事業概要

実績

単位 想定

北部病院利子補助

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

63,581 47,007 ▲ 16,574

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 126,936 101,275 ▲ 25,661



・委託不可

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 63,355

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度 ７年度５年度 ６年度

労災病院除草業務委託

３年度 ４年度

単位 想定

0 0

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

54,268 借入金残高の減少に伴う利子補助金の減▲ 9,087

単位

東部病院利子補助、土地貸付収入

地域中核病院である済生会横浜市東部病院の建設資金に対する利子補助

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 本市が無償貸付をしている独立行政法人労働者健康安全機構横浜労災病院敷地内の除草

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・規則・方
針

・該当なし
・実施しな
かった

・全部委託
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 　会議運営

細事業概要 医療連携推進会議（中核・市立・市大病院による病院長会議、事務長会議、担当課長会議等）

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 0 0

・委託不可 ・該当なし

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

指標



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　地域医療の確保・充実を図るため、民間の中小病院・診療所を対象に、施設及び災害・防災設備並びに地震対策に
必要な資金を融資しました。
　平成20年度以降は新規の融資を停止していますが、平成20年度までに行った既存融資について、預託及び補助を行
います。（令和９年度終了予定）

細事業の分析

①

・負担は適
切である

地域医療の確保・充実を図るため、民間の中小病院・診療所を対象に、施設及び災害・防災設
備並びに地震対策に必要な資金を融資しました。
平成20年度以降は新規の融資を停止していますが、平成20年度までに行った既存融資につい
て、預託及び補助を行います。（令和９年度終了予定）

融資残高の減少による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療機関整備資金貸付事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 7

事業概要

27 26 22 21 19

件 実績 31

単位 想定 31 31

26

融資件
数

事
業
計
画

事
業
実
績

医療機関整備資金貸付事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

51,711 24,815 ▲ 26,896

・該当なし
・目標を概
ね達成

31 27

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 51,711 24,815 ▲ 26,896



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

独自に構築したデータベースYoMDBやその他データを活用することで、市内の医療実態を把握し、効果的かつ効率的
な医療政策立案・推進に役立てることを目的とします。また、医療・介護・保健を一体的に分析を行うことで、地
域包括ケアシステムの構築のための医療・介護連携の推進に寄与する他、各種計画を策定する際の基礎とします。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

データベースの更新・保守を的確に実施し、データ活用を推進します。

システム保守内容変更等

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

医療ビッグデータ活用

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療ビッグデータ活用事業

所管区局・課 医療 医療政策 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 1 評価書番号 8

事業概要

103,600,000 118,600,000 133,600,000 148,600,000 163,600,000

件 実績 74,552,929

単位 想定 ー ー

117,632,719

収載レセ
プト件数
（医科）

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

11,141 12,960 1,819

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標設定
になじまな
い

・国事業と
類似・重複

89,589,249 103,281,265

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 11,141 12,960 1,819



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,512 2,046 ▲ 2,466

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

66 101

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・減る ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,158 1,742 ▲ 2,416

・国事業と
類似・重複

・目標を下
回った

75 175 275 375 475

機関 実績 55

単位 想定 55 65

112

登録医
療機関
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 医療の国際化推進事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 11 施策番号 1 評価書番号 9

事業概要

外国人が安心して医療機関を受診できる体制を整備するため、市内の医療機関等へ電話医療通訳・翻訳サービスの提
供します。また、医療機関が外国人患者の文化や習慣等を理解し、スムーズな受入れ体制が整えられるように、医療
機関向けのセミナーを開催します。さらに、医療に関する情報発信等について多言語対応を進めます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

登録を希望する市内の医療機関等に対し、電話医療通訳・翻訳サービスを提供します。令和４
年度は、外国人居住者数の多い区など、一部診療所も対象予定とします。

応札の結果

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

電話医療通訳・翻訳支援

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

多言語
対応

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 医療に関する情報発信等について多言語対応を進めます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 33

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

セミ
ナー回
数

▲ 261

単位 1

医療機関向けセミナー

医療機関が外国人患者の文化や習慣等を理解し、スムーズな受入れ体制が整えられるように、
医療機関向けのセミナーを開催します。また、感染症対策としてオンライン開催とし、動画配
信を行います。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

60 委託範囲の縮小による減

2 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 1 0 1

②

元年度 ２年度

- -

７年度５年度

事業対象拡大による増

６年度

1

多言語対応

３年度 ４年度

単位 想定 - - - 2 2

244 211

分析
結果

・維持 ・なし
・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 321

・委託の拡
大が可能

21事業



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

平成28年10月に策定された地域医療構想では、2025年には回復期及び慢性期機能を中心に大幅に病床が不足すると
見込まれています。これらを踏まえ、平成30年３月に本市の保健医療分野における施策を総合的に体系づけた中期
的計画である「よこはま保健医療プラン2018」を策定しました。2025年に向けた施策として「病床機能の確保」
「地域医療における連携推進」「人材の確保・育成」を柱に取り組みます。令和４年度は、医療機関の機能転換や
増床等を促進します。また、複数病院の連携による遠隔ICUの体制整備に対する支援など、ＩＣＴを活用した地域医
療連携を推進します。さらに、医療人材の確保・定着の推進に向けた支援を進めます。あわせて、次期保健医療プ
ランの策定に向けた検討を開始します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

適切な病床配分を検討するため、将来の医療需要と既存の医療資源等について調査を行います。また、
2025年に向けて、病床の機能分化、連携を進めるために神奈川県が実施する地域医療構想調整会議の横浜
地域の会議開催支援や病床整備事前協議のために、市保健医療協議会の下部組織として、病床整備検討部
会を設置し、協議を行います。

委託費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

地域医療構想を踏まえた病床機能転換及び増床の促進

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 2025年に向けた医療機能確保事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 10

事業概要

3 4 4 4 4

回 実績 3

単位 想定 3 3

3

地域医療
構想調整
会議開催
支援回数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,240 206 ▲ 2,034

・該当なし
・目標を概
ね達成

3 3

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 43,774 25,288 ▲ 18,486



15病院

・委託不可

15

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 25,032

・該当なし
・求めてい
ない

年度

実績

元年度 ２年度

17 17

７年度５年度

委託費の減

６年度

1

医療人材等の確保に向けた検討

３年度 ４年度

単位 想定 15 15 15 15 15

9,823 ▲ 4,845

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

15 15

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

0

３年度 ４年度

実績 1 1 1

②

13,500 事業見直しによる減

遠隔ICU
補助件
数

▲ 11,532

単位 0

ＩＣＴを活用した地域医療連携の推進

・横浜市立大学を中心とした「遠隔ICU」の運用経費を補助
・既存ネットワークの市ガイドライン適合状況の確認
・ＩＣＴを活用した地域医療連携ネットワーク研究会の開催
・医療分野におけるICT活用に向けた大学等との共同研究
・啓発セミナーの実施

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

・看護学生向け合同就職説明会やWEB合同説明会への参加等、市内中小病院の採用活動を支援します。
・市内外の看護学生を対象とした、市内複数病院での合同見学会等を企画・実施します。
・働き方改革の関連法が2019年4月から施行され、医師についても2024年4月より時間外労働の上限規制が
適用されるため、市内病院の働き方改革の取組が円滑に進むよう支援を行います。
　また、働き方改革の取組支援を通じて勤務環境の改善を後押しし、離職防止や人材の獲得・復職の促進
を図ります。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 14,668

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

合同就
職説明
会参加
病院数

５年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度



想定

④

事
業
計
画

細事業名称 よこはま保健医療プランの次期プラン策定に向けた検討

細事業概要
令和４年度は、次期プラン（2024～2029）の策定に向けた検討として、市民意識調査の実施、
検討部会の開催、分析のための調査委託を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

1,835 1,759 ▲ 76 委託費の減

・委託の拡
大不可

・該当なし

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 11,970 48,391 36,421

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

策定 策定

南部病院再整備支援

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

11,970 48,391 36,421

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

基本計画
基本設計

基本設計 実施設計 実施設計 建設工事

実績 決定

単位 想定 用地決定 基本構想

実施

南部病
院再整
備支援

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 南部病院再整備支援事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 11

事業概要

　横浜市地域中核病院のうち最初に開設された南部病院は開所後30年以上経過し、老朽化・狭あい化が課題となって
いるため、地域医療の確保や市民サービスの向上などの観点から早期の再整備が求められています。
　令和２年３月に資源循環局所管の旧港南工場敷地を再整備用地として決定し、再整備に関する基本協定書及び再整
備用地に関する確認書を南部病院と締結しました。
　令和３年３月に旧港南工場の建物解体と新病院の建設工事を済生会が一体的に実施し、市は解体にかかる費用を負
担金として支出することが決定しました。今後は令和10年度中の開院に向けて、速やかに調整を進め再整備事業を推
進していく必要があります。
　令和４年度は、３年度に引き続き、南部病院に関する都市計画変更の準備を実施するとともに、南部病院が実施す
る新病院の基本設計に対して補助を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

３年度に引き続き、南部病院に関する都市計画変更の準備を実施するとともに、南部病院が実
施する基本設計に対して補助を行います。

基本設計への補助及び都市計画決定
準備等の費用増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

臨床研究や治験を迅速かつ円滑に実施することを目的として、横浜市立大学が中心となって立ち上げ、協定を結ん
だ市内・県内の医療機関（15医療機関（合計7,807床）が参加）によって構成される横浜臨床研究ネットワークを支
援します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

「横浜臨床研究ネットワーク支援事業補助金交付要綱」に基づき、「横浜臨床研究ネットワー
ク」の運営に対して財政支援を行います。臨床研究や治験の効率化・加速化・質の向上を図
り、創薬や先進的な治療法等、研究成果の社会への早期還元に向けた取組を支援します。

補助金の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 横浜臨床研究ネットワーク支援事業

所管区局・課 医療 医療政策 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 12

事業概要

1 1 1 1 1

件 実績 1

単位 想定 1 1

1

補助金
の交付

事
業
計
画

事
業
実
績

横浜臨床研究ネットワーク支援事業補助金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

70,000 50,000 ▲ 20,000

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 1

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 70,000 50,000 ▲ 20,000



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市長の諮問機関として、横浜市の保健、医療及び生活衛生に係る施策及び当該施策の計画策定についての調査、審
議及び評価に関して検討し、保健・医療・衛生政策の充実に資するために協議会を開催します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

横浜市保健医療協議会の開催・運営を行います。

筆耕委託料の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 横浜市保健医療協議会

所管区局・課 医療 医療政策 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 99 評価書番号 13

事業概要

2 2 2 2 2

回 実績 3

単位 想定 2 2

2

保健医
療協議
会の開
催回数

事
業
計
画

事
業
実
績

横浜市保健医療協議会

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

579 664 85

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 2

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 579 664 85



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 4,001 4,579 578

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

25

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,001 4,579 578

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

50 150 300 300 300

組 実績

単位 想定

241

利用者
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）支援事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 3 評価書番号 14

事業概要

いのちに関わる病気の子どもや医療的ケアの必要な子どもときょうだいや家族に対して、病気や障害の度合いに即し
た遊びや学びの機会を提供し、家族との絆を大切にした在宅支援施設を設立・運営を行う法人に対して、市有地の無
償貸与、運営費の一部補助、区役所や医療機関等関係機関との連携に関する調整をします。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・常勤看護師１名分の人件費補助
・市有地の無償貸与
・医療機関等関係機関との連携に関する調整

人件費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

こどもホスピス（在宅療養児等生活支援施設）支援事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

横浜市病院協会看護専門学校は、平成７年４月の開所後27年が経過し、学校設備において、故障及び破損等が生じて
います。今後も、市内における看護師等の安定的な供給を確保していくため、大規模な設備について改修する必要が
あります。
　令和３年度は、学校施設全体の老朽化状況を把握するための調査を実施し、今後、数十年の運用を想定した長期保
全計画を策定しました。
　令和４年度は、上記計画に基づき、改修等が必要なもののうち、特に緊急性の高い設備改修にかかる工事費用の補
助を行います。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

横浜市病院協会看護専門学校の設備等のうち、特に緊急性の高い設備改修にかかる工事費用の
補助を行います。

新規事業のため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

横浜市病院協会看護専門学校設備改修費補助事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 横浜市病院協会看護専門学校設備改修費補助事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 15

事業概要

調査 工事 工事 工事

実績

単位 想定

工事

工事実
施

４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 159,977 159,977

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

調査

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 159,977 159,977



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

今後想定される新型コロナウイルス感染症の再拡大に備え、軽症者に対する早期治療を推進するために、新型コロナ
ウイルス感染症患者の外来診療の拠点を確保します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

今後想定される新型コロナウイルス感染症の再拡大に備え、軽症者に対する早期治療を推進す
るために、新型コロナウイルス感染症患者の外来診療の拠点を確保します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

新型コロナウイルス感染症外来拠点事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 新型コロナウイルス感染症外来拠点事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 16

事業概要

実績

単位 想定

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・減る ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 0 0

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 0 0



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 18,581 18,581

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

- -

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 18,581 18,581

・該当なし
・目標を下
回った

- 60

箇所 実績 -

単位 想定 - -

25

補助対
象病院
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 感染症対応人材強化事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 17

事業概要

長期的な市内病院の感染症への対応力強化を目的として、感染症対策に関する研修参加や資格取得等を支援します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

長期的な市内病院の感染症への対応力強化を目的として、感染症対策に関する研修参加や資格
取得等を支援します。

新規事業による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

感染症対応人材強化

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　休日・夜間等、医療機関の診療時間外に初期救急患者の受入先を確保するため、救急医療体制を整備します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

休日急患診療所の運営に係る人件費、自家発電装置点検費、駐車場賃貸料（６区医師会）に対
して、補助を行います。
また、老朽施設の修繕に対応するための補修費補助を行います。

補正予算計上の緊急補助金の実績減等

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 初期救急医療対策事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 18

事業概要

18 18 18 18 18

箇所 実績 18

単位 想定 18 18

18

休日急
患診療
所

休日急患診療所運営助成事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

608,147 505,619 ▲ 102,528

・該当なし
・目標を概
ね達成

18 18

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 929,146 801,254 ▲ 127,892



箇所 2

・委託不可

2

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 55,200

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

年度

実績

元年度 ２年度

2 2

７年度５年度

補正予算計上の緊急補助金の実績減等

６年度

1

夜間急病センター運営助成事業

３年度 ４年度

単位 想定 2 2 2 2 2

240,240 ▲ 24,285

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 1 1 1

②

55,200

建替実
施施設

0

単位 1

初期救急診療機能強化助成事業

老朽化等に伴う建替え工事及び耐震補強工事等の再整備に要する経費を補助します。
令和４年度は南区休日急患診療所を建替え予定。
・１平方メートルあたりの上限：230,000円
・補助対象面積：300平方メートル（薬剤師を配置して診療所内で調剤を行う場合）

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 北部及び南西部の夜間急病センターの運営に係る人件費に対して補助を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 264,525

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

施設

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

夜間急
病セン
ター

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 その他事務経費等

細事業概要
初期救急医療対策事業に係る各種事務処理を行います。
また、休日急患診療所の跡地の管理・保全を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

1,274 195 ▲ 1,079 委託実績の減

・委託不可 ・該当なし

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めてい
ない

・測ること
はなじまな
い

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

指標



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 656,186 490,888 ▲ 165,298

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

通年実施
（365日）

通年実施
（365日）

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

656,186 490,888 ▲ 165,298

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標設定
になじまな
い

通年実施
（365日）

通年実施
（365日）

通年実施
（365日）

通年実施
（365日）

通年実施
（365日）

日 実績
通年実施
（365日）

単位 想定
通年実施
（365日）

通年実施
（365日）

通年実施
（365日）

指定管
理業務

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 救急医療センター運営事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 19

事業概要

　夜間における初期救急医療体制の中心施設である横浜市夜間急病センター及び、24時間365日体制で急な病気やけが
のときの受診相談を電話サービスで対応する横浜市救急相談センターについて、「横浜市救急医療センター」とし
て、指定管理制度により管理運営を行っています。（現指定管理期間：平成27年度～令和６年度、指定管理者：一般
社団法人横浜市医師会）
　横浜市救急相談センターは、＃７１１９という全国統一の電話番号により、急な病気やけがのときの医療機関案内
と救急電話相談を行っており、24時間、365日切れ目のないサービスを市民に提供しています。入電数の増加などの市
民ニーズに合わせて、受電ブースを増設するなどの体制強化を図り、市民サービスの向上に努めています。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

救急医療センターの運営を指定管理により実施します。

指定管理の基本協定に基づく損失額
相当補てん分の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

救急医療センター指定管理事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

開催回
数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
令和４年度は指定期間の８年目にあたるため、基本協定に基づき、管理運営に関する評価、検
証等を行うことを目的として、横浜市救急医療センター指定管理者選定評価委員会を開催しま
す。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・条例 ・該当なし
・実施しな
かった

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

開催回
数

0

単位 4

救急相談業務運営協議会

救急相談センターにおける効果的な救急相談業務を実施するため、横浜市救急相談業務運営協
議会を開催します。

細事業事業量

4

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0

0 0

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

4

３年度 ４年度

実績 0 0 0

②

元年度 ２年度

0 0

７年度５年度 ６年度

0

指定管理者選定評価委員会

３年度 ４年度

単位 想定 0 0 0 3 0

0 0

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・実施しな
かった

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 2 0 4 4

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・委託不可

00回



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 320,275 398,110 77,835

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

22 22

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

230,480 304,590 74,110

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

22 22 22 22 22

実績 22

単位 想定 22 22

22

二次救
急拠点
病院数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 二次救急医療対策事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 20

事業概要

全国で一般的な休日・夜間の二次救急に対応する「病院群輪番制事業」に加え、本市独自に24 時間365 日救急搬送患
者に対応する病院を「二次救急拠点病院」として指定し、本市の二次救急医療体制の充実強化を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　二次救急拠点病院に対して体制確保に係る費用の一部を補助します（市立市民病院及び市立
みなと赤十字病院を除く）。

感染症拡大に伴う緊急補助実施のため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

二次救急拠点病院事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

YMIS保
守・改
修実績

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 　横浜市救急医療情報システム（ＹＭＩＳ）の保守・改修を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,546

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

病院群
輪番制
参加病
院数

4,267

単位 24

病院群輪番制事業

　病院群輪番制事業参加医療機関に対して体制確保に係る費用の一部を補助します。

細事業事業量

24

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

86,507 輪番回数の増加による

実施 実施

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

24

３年度 ４年度

実績 23 24 24

②

元年度 ２年度

実施 実施

７年度５年度

R3年度臨時でシステム改修を必要と
したため

６年度

24

横浜市救急医療情報システム等事業

３年度 ４年度

単位 想定 実施 実施 実施 実施 実施

996 ▲ 550

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 24 24 24 24

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 82,240

・委託不可

実施実施



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・実施しな
かった

・一部委託
が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

実施

分析
結果

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 実施 実施

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

未開催

指標

未開催

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実施 実施 実施

実施

決算

７年度

単位 実施

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

委託実
績

実施 実施

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

実施

④

事
業
計
画

細事業名称 二次救急医療体制全般に係る委託

細事業概要
　横浜市病院協会に救急医療に関する通知文の配付及び回収業務等、二次救急医療体制事業に
係るとりまとめ業務を委託します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

6,000 6,000 0

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 9 17 8 病院ヒアリングによる交通費増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

委員会
開催の
有無

単位

増減説明

開催 開催

決算

年度 ３年度 ４年度

未開催 未開催実績

開催

⑤

事
業
計
画

細事業名称 救急医療検討委員会

　将来に向けて、市民が安心して救急医療を受けられる体制の確立を目指し、現行の救急医療
体制を踏まえて緊急に改善すべき救急医療の課題、抜本的に改革すべき中期的な課題を明確に
し、改善・改革の具体策を「横浜市救急医療検討委員会」で検討します。

開催 開催 開催 開催想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 229,075 225,425 ▲ 3,650

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

7 7

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

200,000 200,000 0

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

7 7 7 7 7

実績 7

単位 想定 7 7

7

小児救
急拠点
病院整
備数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 小児救急医療対策事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 3 評価書番号 21

事業概要

　小児二次救急の充実を図るため、小児救急拠点病院を整備し、小児科輪番病院とともに市内における安定した小児
救急医療体制を構築します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　小児救急拠点病院に対して、体制確保に係る費用の一部を補助します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

小児救急拠点病院事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

病院群
輪番制
参加病
院数

▲ 3,650

単位 7

病院群輪番制事業

　病院群輪番制体制参加医療機関に対して体制確保に係る費用の一部を補助します。

細事業事業量

7

年度 元年度 ２年度

25,425 輪番実績の減少による

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

7

３年度 ４年度

実績 8 7 7

②

7

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 8 7 7 7

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 29,075

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 52,500 50,000 ▲ 2,500

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1 1

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

40,000 40,000 0

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

1 1 1 1 1

実績 1

単位 想定 1 1

1

補助対
象病院
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 周産期救急医療対策事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 3 評価書番号 22

事業概要

　出産前後の母体及び新生児を対象にした周産期救急医療施設の確保及び救急医療体制の充実を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

 周産期の三次救急医療施設である周産期センターを運営する聖マリアンナ医科大学横浜市西部
病院に対し、人件費の一部を補助します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

周産期センター運営費補助事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

申請件
数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
 ＮＩＣＵ(新生児集中治療室)やその後方病床であるＧＣＵ(新生児継続治療室)を整備する場
合、経費の1/2を補助します。
また、ＮＩＣＵ及びＧＣＵを増床した場合、看護師人件費の一部を2年間補助します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,500

・規則・方
針

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事業参
加病院
数

0

単位 8

周産期救急連携病院事業

 周産期救急体制を支援するため、産科医と小児科医が共同で周産期救急医療に対応する医療機
関に対して、運営費を補助します。

細事業事業量

8

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

10,000

1 1

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

8

３年度 ４年度

実績 9 8 8

②

元年度 ２年度

1 1

７年度５年度

申請対象がなかったため

６年度

8

周産期救急医療施設整備事業

３年度 ４年度

単位 想定 1 1 1 1 1

0 ▲ 2,500

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 9 9 8 8

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 10,000

・委託不可

01件



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 13,965 13,965 0

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

3 3

精神疾患を合併する身体救急医療体制事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大が可能

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

13,965 13,965 0

・該当なし
・目標を概
ね達成

4 4 4 4 4

施設 実績 2

単位 想定 4 4

3

特定症
状対応
病院

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 精神疾患を合併する身体救急医療体制事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 23

事業概要

　精神科医療機関への通院や精神疾患等の既往があるといった、背景に精神疾患等がある方の救急受入について、精
神科医のいない救急医療機関では受入れに消極的になり、救急隊が搬送に苦慮することがあります。搬送患者の精神
疾患等の有無に関わらず、市内救急医療機関が身体救急に対応するための救急医療体制を整備します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

　精神症状等により、身体的な病気やけがの治療処置が困難な場合に、精神病床のある救急医
療機関（特定症状対応病院）へ処置相談及び転院調整ができる体制等を構築し、精神科医のい
ない救急医療機関における精神疾患等のある方の救急受入の促進を図ります。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

会議及
び説明
会の実
施

0

単位 5

精神科病院及び一般救急病院連携事業

　精神科病院と一般救急病院が円滑かつ適切に患者の受入調整が図れるよう、地域連携を促進
させるための会議及び説明会を健康福祉局など関係部署と調整を図りながら開催していきま
す。

細事業事業量

5

年度 元年度 ２年度

0

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

5

３年度 ４年度

実績 0 0 0

②

0

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・実施しな
かった

・該当なし
・負担は適
切である

想定 5 5 5 5

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　疾患別の会議を開催することで、疾患別救急医療体制参加医療機関から診療体制に関する情報を収集・共有し、疾
患ごとに症状に応じた適切な治療を受けられる体制の確保を図ります。

　【疾患別救急医療体制の内訳】
　　①脳血管疾患救急医療体制：事業開始年度 平成21年度
　　②急性心疾患救急医療体制：事業開始年度 平成22年度
　　③外傷救急医療体制：事業開始年度 平成22年度

　外傷救急医療体制については、救急医療検討委員会提言に基づき、平成26年度に重症外傷センターの運用を開始
し、外傷（整形外科）救急医療体制については、平成28年度に整形外科・脳神経外科対応病院として見直しました。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

疾患別の会議を開催することで、疾患別救急医療体制参加医療機関から診療体制に関する情報
を収集・共有し、疾患ごとに症状に応じた適切な治療を受けられる体制の確保を図ります。

会議の開催が想定より少なかっため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 疾患別救急医療体制事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 24

事業概要

6 6 6 6 6

回 実績 4

単位 想定 6 6

4

会議の実
施（脳・
心・整形
脳外）

疾患別救急医療体制連絡会等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

21 11 ▲ 10

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

3 6

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 21 11 ▲ 10



・委託不可

想定 0 0 0 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・該当なし
・求めるべ
きではない

0

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・実施しな
かった

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

0

３年度 ４年度

実績 0 0 0

②

0

検討会
の実施

0

単位 0

重症外傷診療検討会

市外からも専門家を招いて重症外傷診療検討会を開催（５年に１回）し、体制の効果検証を実
施する。

細事業事業量

2

年度 元年度 ２年度

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　人道上の配慮と救急医療体制の円滑な運営を確保するため、救急医療機関に対して外国籍市民救急患者の医療費の
未収金を県と連携して補助します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　人道上の配慮と救急医療体制の円滑な運営を確保するため、救急医療機関に対して外国籍市
民救急患者の医療費の未収金を県と連携して補助します。

申請件数の増加

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

外国籍救急医療対策費補助事業

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 外国籍市民救急医療対策補助事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 25

事業概要

1 1 1 1 1

件 実績 0

単位 想定 1 1

2

補助金
申請件
数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

485 1,306 821

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標設定
になじまな
い

1 1

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 485 1,306 821



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,685 2,183 ▲ 502

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2 2

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

7 2 ▲ 5

・該当なし
・目標を概
ね達成

3 3 3 3 3

回 実績 3

単位 想定 3 3

1

連絡会
開催

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 横浜救急医療チーム（YMAT）運営事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 26

事業概要

　横浜救急医療チーム（YMAT）を、市内の災害拠点病院のうち救命救急センターを有する９病院で運用します。
　また、YMAT編成病院に対して、出動経費相当分及び資器材更新等の負担金を交付するとともに、出動可能な隊員の
増員及び質を確保するための研修・訓練を年２回程度実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

ＹＭＡＴの運営について、本市関係部局とＹＭＡＴ編成病院で意見交換等を行うため、運営連
絡会及び作業部会を開催します。

旅費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

運営連絡会及び作業部会

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

出動実
績

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
ＹＭＡＴ編成病院に対して、出動経費相当分及び資器材更新等の負担金を支払います。
また、ＹＭＡＴ活動で必要な物品等を購入・配備します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,631

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

隊員養
成研修

▲ 1

単位 2

研修・訓練

市内の救命現場において迅速・的確な医療活動を展開するＹＭＡＴ隊員に必要な知識・技術を
身につけさせるため隊員養成研修を実施します。

細事業事業量

2

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

45 研修講師謝金の減

95 95

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

３年度 ４年度

実績 2 0 1

②

元年度 ２年度

113 93

７年度５年度

出動件数の減

６年度

1

出動経費等負担

３年度 ４年度

単位 想定 100 100 100 99 95

2,136 ▲ 495

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 2 2 2 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 46

・一部委託
が可能

6179件



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 52,871 51,599 ▲ 1,272

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

459 459

４年度 増減説明

決算

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

29,925 29,201 ▲ 724

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

460 459 459 459 459

実績 459

単位 想定 ー ー

459

地域防
災拠点
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 災害時医療体制整備事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 27

事業概要

横浜市防災計画に基づく災害医療体制を、これまでの災害の教訓を踏まえてより充実したものとするための施策を進
めます。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

災害時に医療救護隊が使用する医薬品・資器材の管理や地域防災拠点に配備した応急手当用品
の更新管理を行います。

更新対象資器材の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

医療救護隊用資器材・医薬品管理等業務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

-

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
災害対策本部の中で活動する機能別チームの一つである医療調整チームの運営並びに医療局を
中心として活動する医療調整班の運営に必要な体制を整えます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 919

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

非常用
通信訓
練実施
回数

1,107

単位 6

災害時通信機器・物品管理

医療機関や関係団体に配備している非常用通信機器の維持管理や、のぼり旗の貸与を行う等、
防災計画を基本とし、これまでの災害の教訓を踏まえた運用を進めます。

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

20,951 通信料の増

- -

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

6

３年度 ４年度

実績 6 3 6

②

元年度 ２年度

- -

７年度５年度

契約車両変更による減

６年度

6

医療調整チーム・班運営

３年度 ４年度

単位 想定 - - - - -

395 ▲ 524

分析
結果

・維持 ・条例
・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・事務改善
が可能

・負担割合
の工夫が可
能

年度

実績

想定 6 6 6 6

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 19,844

・一部委託
が可能

---



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

・維持 ・条例

3

分析
結果

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 1 2

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

2

指標

1

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

3 3 3

3

決算

７年度

単位 3

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・規則・方
針

・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・求めてい
ない

・維持

研修開
催数

3 3

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

2

④

事
業
計
画

細事業名称 各種研修

細事業概要
神奈川県が行うDMAT-L研修の一部プログラムについて、横浜市も合同で開催します。
また、災害支援ナース（Ｙナース）の登録資格を有する未登録者及び既登録者を対象とし、医
療救護隊として災害時医療救護活動に従事するために必要な知識・技術の研修を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

181 748 567 研修開催数の増

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

回

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 847 302 ▲ 545 アドバイザー謝金の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

会議開
催回数

単位

増減説明

- -

決算

年度 ３年度 ４年度

1 1実績

-

⑤

事
業
計
画

細事業名称 各種連絡会

市内の救命救急センター医師等９名による災害医療アドバイザーの会議のほか、市内13か所の
災害拠点病院連絡部会や透析・IVH・在宅酸素の各領域における連絡会、市内の全ての病院を対
象とした災害医療体制医療機関連絡会を開催します。

- - - -想定



客観的指標に
基づく分析

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

1 1 1 1 1

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めてい
ない

⑥

事
業
計
画

細事業名称 各種訓練

細事業概要 市内を複数のブロックに分けてエリア別に関係機関による災害時医療訓練を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1 2 1 訓練回数の増

細事業事業量 年度 元年度

指標

ブロッ
ク別訓
練回数

単位 想定 - -

回 実績 1 0 0 1

分析
結果

・維持 ・条例
・国事業と
類似・重複

・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

本市救急・災害医療政策の推進を図るため、施策の企画・立案や検討・評価を行う。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

・附属機関である救急医療検討委員会を開催する。
・横浜市防災計画に基づき、横浜市災害医療連絡会議を開催する。

会議開催による食糧費の支出

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

救急医療検討委員会・横浜市災害医療連絡会議

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 救急・災害医療企画推進事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 28

事業概要

5 5 5 5 5

回 実績 0

単位 想定 5 5

0

救急医療
検討委員
会（含、
専門部

会）の開
催数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・契約方法
の工夫が可
能

・測ること
はなじまな
い

・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 2 2

・該当なし
・実施しな
かった

0 0

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 11,704 3,971 ▲ 7,733



人 1

・委託不可

1

想定 5 5 5 4

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 208

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

1 1

７年度５年度

休職による人件費の減

６年度

5

会計年度任用職員

３年度 ４年度

単位 想定 1 1 1 1 0

3,820 ▲ 7,677

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標を上
回った

0 0

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

4

３年度 ４年度

実績 5 1 1

②

149 出張旅費の減

参加会
議

▲ 59

単位 4

救急・災害医療に係る企画検討

　救急・災害医療に係る各学会に参加することなどにより、最新の知見を学び、現在直面して
いる救急・災害医療における課題に対する解決策を検討します。

細事業事業量

4

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 　会計年度任用職員（救急医療技官）の人件費支出

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 11,497

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可
・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

人数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 14,060 14,508 448

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

93 553

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・補助事業
が規定の終
期を迎えて
いる

・該当なし・増える
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

13,680 14,497 817

・該当なし
・目標を概
ね達成

738 735 741 744 738

件 実績 -

単位 想定 -
363

(R2.10～)

521

出動件
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 超高齢社会におけるドクターカーシステム整備事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 5 評価書番号 29

事業概要

　高齢者を中心に救急需要が増加傾向にある中で救急医療体制の強化を図るべく、医師が早期の医療介入を図り、救
急患者の重症化の防止・救命率の向上と、患者の症状に応じた最適な医療機関へとつなげていくことを目的に、ドク
ターカーシステムの導入を進めます。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

市民病院併設の救急ワークステーションから出動するドクターカーについて、「横浜市救急
ワークステーションから出場するドクターカーの運営体制に関する要綱」第７条に基づき、運
営に必要となる経費（人件費、医療資器材、医療消耗品、医薬品等）の一部負担を行う。

協定締結による報酬費の支払い増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ドクターカー運用支援

５年度 ６年度 ７年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

調査委
託実施

▲ 369

単位 1

ドクターカー検証

ドクターカーの運用体制の充実・強化に向けて、調査や各医療機関の調整等を行う。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

11 検証のための委託契約の減

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 － 1 1

②

1

分析
結果

・増える
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 － 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 380

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 11,044 4,543 ▲ 6,501

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・減る ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

14,033 15,836 1,803

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 Y-CERT強化事業

所管区局・課 医療 救急・災害医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 2 評価書番号 30

事業概要

　Y-CERT協力医師の協力のもと、「感染症・医療調整本部（Y-CERT）」を設置し、感染者の発生状況や医療機関の入
院状況などの情報を一元管理し、円滑な入院や移送調整等を実施する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

Y-CERT協力医師の協力のもと、「感染症・医療調整本部（Y-CERT）」を設置し、感染者の発生
状況や医療機関の入院状況などの情報を一元管理し、円滑な入院や移送調整等を実施する。

医師、業務調整員従事時間見直し等
による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

Y-CERT強化事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

死因第2位の心血管疾患に対する対策を強化するため、心臓リハビリテーションの推進を行います。
また、糖尿病の重症化予防に向けて発症初期段階からの診断・病診の医療連携構築の検討、糖尿病の重症化予防に
関する多職種研修、モデル事業の運営を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

本市医療政策における疾病対策の推進を図るため、各区医師会等との打ち合わせや学会等に参
加します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 疾病対策推進事業

所管区局・課 医療 がん・疾病対策 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 7 施策番号 1 評価書番号 31

事業概要

実績

単位 想定

事
業
計
画

事
業
実
績

疾病対策運営費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

63 252 189

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 36,975 12,387 ▲ 24,588



3 3回 実績

想定 7 7 7 7

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 33,786

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

年度 元年度 ２年度

ー 3

７年度５年度 ６年度

7

疾病の重症化予防事業

３年度 ４年度

単位 想定 ー 3 3 3 ー

4,392 1,266

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

ー ー

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

ー

３年度 ４年度

実績 7 7 7
②

7,743

強化指
定病院

▲ 26,043

単位 ー

心血管疾患対策推進費（心臓リハビリテーションの推進）

１　強化指定病院回議の開催　２　研修の実施
３　市民啓発事業　４　地域連携の推進
５　検討会の開催　６　人材育成
７　データ取得機器購入支援補助　８　機器整備

細事業事業量

7

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
１　糖尿病の重症化予防に関する多職種研修の実施
２　医療関係団体等との連携推進
３　モデル事業の運営

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,126

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大が可能

・該当なし
・求めるべ
きではない客観的指標に

基づく分析

病院

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

横浜市糖
尿病の重
症化予防
ネット
ワーク検
討会

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 53,858 59,380 5,522

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

13 14

４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

23,338 25,561 2,223

・該当なし
・目標を概
ね達成

13 13 13 13 13

箇所 実績 13

単位 想定 13 13

11

産科医師
等分娩手
当補助金
交付施設

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 産科医療対策事業

所管区局・課 医療 地域医療課 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 3 評価書番号 32

事業概要

市内の分娩を取り扱う医療機関に対しての支援及び市民への情報提供を通して、市民が安心して出産できる環境の確
保に取り組みます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

分娩を取り扱う施設への施設整備費及び人件費に対する助成や助産師のスキルアップに対する
助成を行います。
また市内の分娩取り扱い施設について市民への情報提供を行います。

分娩取扱施設等維持確保補助金の申
請件数増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

産科医療対策事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

箇所

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

産科拠
点病院

数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
　産科・周産期救急医療の充実、産婦人科医師の負担軽減を図ることを目的に、複数の産婦人
科医師が当直業務を行うなど診療体制を強化する病院を産科拠点病院として指定し、運営費等
について助成します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 24,640

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

当直医
師確保
助成施
設数

1,120

単位 6

産科医師確保対策事業

産科医師確保のため、安心して働き続けることができる環境を整備する病院・診療所に対し、
支援を行います。
分娩を扱う医療機関において、子育て等により当直ができない常勤医師の代替として、非常勤
医師が当直を行う場合、当直料の一部を補助します。

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

7,000 １病院あたり補助金交付額の増

3 3

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

6

３年度 ４年度

実績 3 4 4

②

元年度 ２年度

3 3

７年度５年度

１病院あたり補助金交付額の増

６年度

4

産科拠点病院事業

３年度 ４年度

単位 想定 3 3 3 3 3

26,819 2,179

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・財源確保
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 11 6 6 6

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 5,880

・委託不可

33箇所



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　地域包括ケアシステムにおける在宅医療・介護連携の推進に向け、本市の在宅医療の現状把握や、在宅医療を支
える人材の確保・育成、在宅医療を担う医師や診療所等への支援を行います。
　あわせて、医療的ケア児・者等の在宅医療を支える取り組みを関係局と連携して進めるとともに、誤嚥性肺炎の
対策を行い歯科診療体制の充実を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

人口動態調査死亡小票のデータを利用し、市内における看取りの実態把握を行います。

-

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

看取りに関する調査事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 在宅医療推進事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 16 施策番号 3 評価書番号 33

事業概要

27 27 28 28 29

％ 実績 24

単位 想定 25 26

33

在宅看
取り率

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

- 199 -

・該当なし
・目標を概
ね達成

25 29

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 16,738 20,896 4,158



事業所 3

・委託不可

3

想定 10 11 11 11

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,107

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

3 3

７年度５年度 ６年度

11

在宅医療を担う有床診療所支援事業

３年度 ４年度

単位 想定 10 8 5 3 3

3,600 0

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

3 3

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

11

３年度 ４年度

実績 9 11 10

②

2,107

地域包
括ケア
部会開
催数

0

単位 11

在宅医療推進事業

横浜市医師会の地域包括ケアシステムの推進に関する経費の補助を行います。

細事業事業量

11

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 在宅医療を行う有床診療所に対し、夜間の看護職員配置に要する経費を補助します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,600

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

補助事
業所数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 在宅医療バックアップシステム推進事業

在宅医が二人一組でペアを組み、互いの在宅患者の副主治医を務め、主治医が不在の際等に副
主治医が看取り（緊急対応を含む）を行う「主治医・副主治医制」を実施します。

ー ー 18 18想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 18 1 ▲ 17 実績数減による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

ペア数

単位

増減説明

18 18

決算

年度 ３年度 ４年度

ー 4実績

18

④

事
業
計
画

細事業名称 横浜市在宅医療を担う医師養成事業

細事業概要
横浜市医師会と連携し、座学研修（３回）と同行訪問研修を実施し、在宅医療を行う医師の養
成に取り組みます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

21 53 32 実績数の増加に伴う増

・委託不可 ・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

25 25

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

39

30 25 25

21

決算

７年度

単位 25

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・維持

研修修
了者数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 29 17

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

ー

指標

1

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

ペア

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持 ・なし

75



1 6

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

6

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大が可能

・財源確保
が可能

6 6 6

実績

6

情報交
換会開
催数

単位 想定 4 5

回 実績 4 5 1 1

単位

分析
結果

・法律・政
令

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 訪問看護師人材育成支援事業

細事業概要
横浜市大と協働で開発した横浜市訪問看護師人材育成プログラムについて、広く活用してもら
えるように周知、運用します。また、訪問看護師のキャリア開発・スキルアップとして研修・
教育支援体制を整備します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 ― 1,698 - -

細事業事業量 年度 元年度

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 小児在宅医療推進事業

細事業概要

小児の訪問看護を行う訪問看護ステーションに対して、訪問に必要な医療機器の補助、小児医
療に関する研修会の補助を実施します。また、市内全域を対象に活動を始めた６人の医療的ケ
ア児・者等コーディネーターが、医療的ケア児・者等の医療・福祉・教育分野等の支援に関し
て専門的な相談・調整を総合的に行えるよう支援します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

- 11,306 - -

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

6

6

７年度

想定 1 6

実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

ｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰの配
置拠点
数 人

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

1 1 1 1 1

市民ニーズ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・増える

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



・該当なし

3 15 ー ー

・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

⑨

事
業
計
画

細事業名称 在宅歯科医療推進事業

細事業概要
地域で従事する医師、歯科医師、訪問看護師、歯科衛生士、管理栄養士、言語聴覚士等を対象
とした、誤嚥性肺炎対策に係る研修を実施します。また、適切な嚥下機能評価を行える歯科医
師の増を図る研修を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,150 1,900 750

ー

回 実績 ー ー 3 15

多職種
向け研
修実施
回数

単位 想定 ー ー

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

0 32 32 研修開催による増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

多職種向け研修の増加に伴う増

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

回 実績 4 1 1 2

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

4 4 4

訪問看護師対応力サポート事業

細事業概要
医療機関と協働して集合研修を開催し、専門看護師や認定看護師の派遣や、在宅看護の現場の
実情について臨床の専門看護師や認定看護師に伝える機会を創出します。

6

分析
結果

７年度

集合研
修開催
数

単位 想定 18 18

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

6

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　夜間、休日昼間の歯科診療、心身障害児・者及び通院困難者等の訪問歯科診療を行う、横浜市歯科保健医療セン
ターに対する運営費を補助します。また、周術期口腔ケアに関する市民啓発、障害児・者歯科診療体制の充実を図る
ための研修会開催支援補助を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　夜間、休日昼間の歯科診療、心身障害児・者及び通院困難者等の訪問歯科診療を行う横浜市
歯科保健医療センターに対する運営費を補助します。また、センター運営費を通じて心身障害
児・者の歯科診療を実施する横浜市歯科医師会に対し補助金を交付します。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

歯科保健医療センター運営費補助金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 歯科保健医療推進事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 2 評価書番号 34

事業概要

ー ー ー ー ー

人 実績 4,022

単位 想定 ー ー

2,809

歯科保
健医療
セン

ター診
療患者
数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持 ・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

89,535 89,535 0

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

2,946 2,947

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 92,622 92,736 114



回 2

・委託の拡
大不可

2

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,883

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

ー ー

７年度５年度

旅費の減

６年度

0

障害児・者歯科医療研修費補助

３年度 ４年度

単位 想定 ー ー 2 2 2

1,201 ▲ 2

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

2 2

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 1 1 1

②

2,000 補助金交付額の増

講演会
等市民
啓発実
施回数

117

単位 1

周術期口腔ケアに関する市民啓発事業

　周術期等口腔機能管理の重要性の市民啓発を行います。また、市民啓発の事業を支援するた
めの補助金を交付します。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 主に障害児・者診療に係る協力医療機関を対象とした研修会の開催に係る費用を補助します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,203

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

研修会
開催数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 109,004 103,931 ▲ 5,073

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1 1

がん対策の推進

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,345 11,072 7,727

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 1 1 1 1

回 実績 1

単位 想定 1 1

1

拠点病
院会議

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 総合的ながん対策推進事業

所管区局・課 医療 がん・疾病対策 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 17 施策番号 4 評価書番号 35

事業概要

平成26年度に制定・施行された「横浜市がん撲滅対策推進条例」を受け、従来のがん検診の実施や予防対策に加え、
がんに関する医療の充実、がん患者や家族等への支援・緩和ケアの充実、横浜市立大学が行うがん研究に対する支援
等の総合的ながん対策の取組を進めます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

１　がん診療連携拠点病院等による会議の開催
２　がんに関する調査
３　がん診療におけるオンライン遺伝カウンセリングの検討

調査関連支出の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

病院

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

小児が
ん連携
拠点病
院

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

１ 小児がん連携病院による会議の開催
２ 小児がん連携病院への支援
   小児がん連携病院のこれまでの取組に加え、小児がん患者への長期フォロー
   アップを推進します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,103

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

乳がん
連携病
院

▲ 8,903

単位 6

乳がん対策

１　乳がん連携病院による会議の開催
２　乳がん連携病への補助
３　乳がん連携病院での取組への支援

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

7,598 補助金額の減

3 3

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

6

３年度 ４年度

実績 4 5 5

②

元年度 ２年度

4 4

７年度５年度

補助金額の増

６年度

6

小児がん対策

３年度 ４年度

単位 想定 4 4 3 3 3

4,677 2,574

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 5 5 6 6

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 16,501

・委託不可

33病院



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持
・法律・政
令

1,600

分析
結果

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 1,289 1,362

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

－

指標

1

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,600 1,600 1,500

1,432

決算

７年度

単位 1,500

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

ウィッ
グ購入
費助成

1,500 1,500

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

1,388

④

事
業
計
画

細事業名称 がん患者及びその家族等への支援

細事業概要

がん診療連携拠点病院が実施するピアサポーターによる相談支援やアピアランス支援に補助金
を交付します。また、がん患者ががん治療に伴い購入したウィッグや帽子の費用や、39歳以下
の末期がん患者が在宅療養の際に利用する訪問介護や福祉用具貸与のサービスにかかる費用に
ついて、一部補助を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

17,394 18,844 1,450 申請件数の増

・委託不可 ・該当なし

件

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 1,639 165 ▲ 1,474 本市主催の研修を行わなかったため

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

研修回
数

単位

増減説明

1 1

決算

年度 ３年度 ４年度

－ 2実績

2

⑤

事
業
計
画

細事業名称 がん治療と仕事の両立支援

がん患者の治療と仕事の両立支援を推進するため、市内がん診療連携拠点病院の医療従事者を
対象として研修を実施します。

－ － 1 1想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

2 2 1 1 1

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

補助件
数

件

⑦

事
業
計
画

細事業名称 医療従事者の育成支援

細事業概要
がんに関連する分野の専門看護師等資格取得のための受講費用等を負担する病院に補助を行い
ます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

1,412 3 ▲ 1,409 申請件数の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

0

4

７年度

想定 7 7

⑥

事
業
計
画

細事業名称 緩和ケアの充実

細事業概要
緩和医療に携わる医師の育成や医師向けのキャリア説明会を実施し、緩和医療の提供体制の充
実や緩和医療に携わる医師の確保を図ります。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 16,609 11,570 ▲ 5,039 補助対象者の減

細事業事業量 年度 元年度

指標

緩和医
療専門
医育成

単位 想定 － 2

人 実績 － 2 1 1

単位

分析
結果

・法律・政
令

・他都市よ
り上乗せ・
横出しあり

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

4

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

4 4 4

実績

2

1 1

・目標を下
回った

・委託不可



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

－

７年度

先進的
ながん
研究

単位 想定 － － －

分析
結果

－ － －

横浜市立大学におけるがん研究への支援

細事業概要
横浜市立大学が行う先進的ながん研究に対して支援を行い、市内で提供される医療の質の向上
を図ります。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

件 実績 17 19 21 22

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

細事業名称

50,001 50,002 1 -

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

新型コロナウイルス感染症患者に対する明確な治療法がない中、入院受け入れにあたっては、個室対応や特別な看護
体制、感染防護具等、感染管理のための人的・物的なコストが必要となるため、経営的判断から受け入れを躊躇する
病院があることから、積極的に受け入れを行っている病院への負担が増大します。現状の体制を続けると、特定の医
療機関への患者の集中による対応の限界を迎え、さらにはその連鎖により横浜市の医療提供体制全体が崩壊する恐れ
があります。
　新型コロナウイルス感染症の流行に備えて、速やかに入院を受け入れられる病床を確保する必要があります。その
ため、市内の病院と協定を締結し、新型コロナウイルス感染症等患者を積極的に受け入れる場合の費用等を負担しま
す。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

入院治療を必要とする陽性患者等の円滑な受入のため、入院患者を受け入れた医療機関に対し
て、支援金を支給します。

令和4年度は令和3年度の一部繰越分
の支出のため減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

重症・中等症患者等入院受入奨励事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 重症・中等症患者等入院受入奨励事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 36

事業概要

- -

病院 実績 -

単位 想定 - -

-

協定締
結病院
数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・減る
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,794,915 641,400 ▲ 3,153,515

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

33 46

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 3,794,915 641,400 ▲ 3,153,515



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,800 24,380 22,580

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

- 232

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・減る
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,800 23,200 21,400

・該当なし
・目標を下
回った

2,800 -

件 実績 -

単位 想定 - -

-

抗体カ
クテル
実施件
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 抗体カクテル療法等実施支援事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 7 8 1

政策・施策 政策番号 施策番号 評価書番号 37

事業概要

自宅療養者の重症化を防ぐため、市内病院での抗体カクテル療法やステロイド投薬療法の取組を進める。
抗体カクテル療法専用の病床を設置することができる市内医療機関と、横浜市が独自に協定を締結し、ハイリスク軽
症患者への抗体カクテル療法を推進する。また、自宅療養者に対して電話による診察を実施し、必要な方にステロイ
ド剤を自宅へ配送することで、自宅療養者の重症化を予防する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

自宅療養者の重症化を防ぐため、市内病院での抗体カクテル療法の取組を進める。

令和3年度新規事業を繰り越したこと
による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

抗体カクテル療法実施支援

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

ステロ
イド治
療実施
件数

1,180

単位

ステロイド治療実施支援

自宅療養者の重症化を防ぐため、市内病院でのステロイド投薬療法の取組を進める。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

1,180 令和3年度新規事業を繰り越したことによる増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績 - - 118

②

分析
結果

・減る
・規則・方
針

・該当なし
・目標を下
回った

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 - - 7,200

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

総務省の繰出基準に基づき、一般会計で負担することとされている政策的医療の経費に繰出しを行う。
市民病院事業、脳卒中・神経脊椎センター事業、みなと赤十字病院事業に対する繰出金。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

市立病院の担う政策的医療を実施

令元→令２ 過年度精算額減による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

病院事業会計繰出金（市民病院）

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 病院事業会計繰出金

所管区局・課 医療 地域医療 会計 17 1 20

政策・施策 政策番号 17 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

実績

単位 想定

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,982,600 1,921,691 ▲ 60,909

・該当なし
・目標を概
ね達成

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 7,167,704 7,044,187 ▲ 123,517



・委託の拡
大不可

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,004,325

・該当なし
・負担は適
切である

年度

実績

元年度 ２年度 ７年度５年度

企業債利息減に伴う繰出金の減

６年度

病院事業会計繰出金（みなと赤十字病院）

３年度 ４年度

単位 想定

2,180,564 ▲ 215

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

2,941,933 企業債元金・利息減に伴う繰出金の減▲ 62,392

単位

病院事業会計繰出金（脳卒中・神経脊椎センター）

市立病院の担う政策的医療を実施

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 市立病院の担う政策的医療を実施

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,180,779

・法律・政
令

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

・該当なし

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 354,013 339,640 ▲ 14,373

介護保険事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

3,214 3,185

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

ー 321,735 -

・該当なし
・目標を概
ね達成

3,000 3,050 3,100 ー ー

人 実績 3,086

単位 想定 3,400 3,450

3,314

新規相
談者数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 在宅医療・介護連携推進事業

所管区局・課 医療 地域医療 会計 1 3 2

政策・施策 政策番号 16 施策番号 2 評価書番号 1

事業概要

在宅医療・介護連携の強化、在宅医療に関わる人材の確保・育成、在宅医療の普及・啓発を行うことで、在宅医療
と介護が切れ目なく継続的に提供される体制を構築します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

横浜市医師会と協働して在宅医療連携拠点を全区で運営します。

-

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

在宅医療連携拠点事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

退院調
整実施
率

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 入退院時情報共有ツール等の活用や普及啓発を推進します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 ―

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

協議会
開催数

-

単位 2

在宅療養連携推進協議会

市内の保健・医療・福祉等関係者を委員として構成し、充実した在宅療養環境の実現に向けた
在宅療養連携の効果的な手段などについて協議します。

細事業事業量

2

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0 -

ー ー

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

３年度 ４年度

実績 2 1 1

②

元年度 ２年度

76 76

７年度５年度

-

６年度

0

在宅療養移行支援事業

３年度 ４年度

単位 想定 76 77 78 79 80

1,050 -

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・実施しな
かった

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 2 2 2 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 ―

・委託不可

8081％



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・維持 ・なし

ー

分析
結果

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 643 1,269

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

2

指標

1

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

ー 450 480

1,376

決算

７年度

単位 510

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・維持

研修受
講者数

ー ー

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

1,776

④

事
業
計
画

細事業名称 在宅におけるチーム医療を担う人材育成研修

細事業概要 「在宅におけるチーム医療を担う人材育成研修」を開催します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

ー 1,292 - -

・委託不可 ・該当なし

人

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） ― 1,783 - -

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

アドバ
ンス研
修開催
数

単位

増減説明

1 1

決算

年度 ３年度 ４年度

1 1実績

1

⑤

事
業
計
画

細事業名称 在宅医療推進のための人材育成研修

医療・介護連携に関わる職種別人材育成研修を実施します。

2 2 1 1想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

30 35 40 ー ー

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

ACP人材
育成研
修の参
加者数

⑦

事
業
計
画

細事業名称 人生の最終段階の医療に関する検討・啓発事業

細事業概要
ACP（アドバンス・ケア・プランニング）の普及啓発に向けた検討会や人材育成研修の実施、
「もしも手帳」の配布、ACP普及啓発ドラマのプロモーションを行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

ー 12,382 - -

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

322

180

７年度

想定 ー ー

⑥

事
業
計
画

細事業名称 在宅医療を推進するための市民啓発事業

細事業概要
在宅医療や人生の最終段階における医療・ケアに関する市民啓発講演会を18区及び医療局で実
施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 ― 1,397 - -

細事業事業量 年度 元年度

指標

市民啓
発事業
開催数

単位 想定 80 120

回 実績 56 39 46 87

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

244

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし

210 ー ー

実績

150

ー 76

・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可




